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2024 年度事業報告書 巻頭言 

2024 年度は、総会後に野村さんを偲ぶ会を開催し、野村さんが残してくださったネット

ワークの意義を改めて確認する機会となりました。そこから始まった 1年は、振り返れば短

くもあり、長くも感じられる 1年でした。 

ぎふＮＰＯセンターでは 2024年度から新たに中期ビジョンを策定し、「地域・住民自治の

作り替え」「社会包摂の整備」「非営利活動の活性化」の 3つの柱と、センターの「組織基盤

の強化」に取り組んできました。詳細はこの後に続く事業報告・決算、事業計画・予算で報

告していますが、主な取り組みについて簡単にご紹介します。 

地域・住民自治の作り替えでは、防災をキーワードにした地域づくりを進めるとともに、

これまで取り組んできた美濃加茂市での自治会再生の取り組みを継続しています。また、社

会包摂の整備では、孤独・孤立対策事業、女性のつながり事業に加えて、ヤングケアラーの

課題に取り組んでいます。そして、非営利活動の活性化では、協働ガイドラインの再活用に

取り組み、行政との協働のあり方を見直しています。 

センターの組織基盤強化ではセンターの広報媒体として、ホームページやパンフレット

の刷新について議論を重ね、いよいよ改定の段階に入ります。 

そうした事業に加えて、2024 年度はＮＰＯ法人の役員名簿の警察への照会という、ＮＰ

Ｏ法人制度の根幹にかかわる課題について、ぎふＮＰＯセンター内で議論し、岐阜県ＮＰＯ

担当課に申し入れを行い、話し合いをしました。 

ＮＰＯ法人が認定ＮＰＯ法人となる際の手続きの中で、認定機関である県庁では反社会

的勢力との関係を確認する事務として、警察に照会できるとＮＰＯ法では定められており、

それにもとづいて県は役員名簿を県警に渡しています。しかし、名簿が照会後も返却されず、

渡したままとなっていることや、そもそも認定申請では反社会的勢力との関係がないこと

について宣誓書を提出しているにも関わらず、一律に照会する必要があるのかなど考えな

いといけない問題があります。 

この件とは直接の関係はありませんが、2024 年には岐阜県警が市民活動団体のメンバー

に関する個人情報を民間企業に提供していたことが違法であるという判決が出されました。

県警による市民活動に関わる人の情報の取り扱いに問題があることが明らかとなる中で、

このような認定ＮＰＯ法人の役員名簿の照会ということに、ぎふＮＰＯセンターとしては

大きな懸念を持っています。 

 2024年 11月に開いた勉強会では、役員名簿の照会は、民主主義の根幹である、個人の自

由な活動を委縮させてしまうことにつながるのではないかと考え、個人情報の保護は、単な

る個人の権利の問題だけでなく、民主主義の根本である自由な活動を守るものでもあると

いうことを確認しました。 

飛躍していると思われるかもしれませんが、アメリカの

トランプ政権による民主主義の内なる破壊が現実となって

いる今、この問題は引き続き私たちが認識しておかないと

いけない問題だと思います。そもそもトランプ政権を生み

出したのはアメリカ社会の絶望的なまでの格差拡大だとい

うことは、孤独・孤立が社会問題となっている日本にとって

も他人事ではないからです。 

ぜひ、こうした問題意識を共有しながら本報告書を読ん

でいただければと思います。また、皆さんそれぞれが持って

いる問題意識についても、2025 年度の事業を進める中で共

有できる場をつくっていけたらと考えています。2025 年度

もよろしくお願いいたします。 

 特定非営利活動法人ぎふＮＰＯセンター 
理事長 市來 圭 
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特定非営利活動法人 ぎふＮＰＯセンター 

Ⅰ.２０２４年度 事業報告 
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１．通常総会  開催日時： 2024年 6月 2日(日) 

会  場： 長良川うかいミュージアム四阿 

 

２．理事会 

第 1回 2024年 6月 10日 第 7 回 12月 9 日 

第 2回  7月 8 日 第 8 回  2025年 1月 13 日 

第 3回  8月 12日 第 9 回 2月 10 日 

第 4回  9月 23日 第 10回 3月 10 日 

第 5回  10月 14日 第 11回 4月 18 日 

第 6回  11月 11日 第 12回 5月 16 日 

 

３．役員・フェロー 理事  市來 圭（理事長） 

(五十音順)   北村 隆幸、椙浦 良子（副理事長） 

浅野 芳治、有田 朗、笠原 聡太郎、神田 浩史 

小池 達也、中川 健史、野尻 智周、原 美智子 

山田 朋子 

   監事  各務 克郎 

 

４．事務局体制 常勤役員  笠原 聡太郎、野尻 智周 

(五十音順) 常勤職員  池戸 美子、齋藤 雅治 

非常勤職員 橋口 紗那恵 

 

５．会員数 （2025年 3月末現在） 

    96個人・団体： 正 会 員 19人 

    団体会員 62団体 

    賛助会員 15人 

 （参考）前年度会員数 

   96個人・団体： 正会員 19人、団体会 61団体、賛助会員 16人 

  

６．情報発信 

・ 助成金情報およびイベント情報等に関する情報提供 

対象：当センター会員、県内ＮＰＯ、その他情報提供希望者、等 

内容：法人運営に関する重要な情報、イベント情報、助成金情報、等 

頻度：随時 

 

・ ぎふＮＰＯセンター ホームページ  

http://gifu-npocenter.org/ 

 

・ ぎふＮＰＯセンター フェイスブック 

    https://www.facebook.com/gifu.np 

 

 

 

1.ぎふＮＰＯセンターの 2024 年度運営に関する報告 
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（１）「地域再生と自立（自律・自率）、より広い社会との連携」に関する事業の報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）社会包摂関連事業 

①岐阜県女性のつながりサポート支援事業 

②孤独・孤立対策官民連携事業費補助金事業 

③孤独・孤立対策担い手育成支援事業 

 

２）関連事業 

①認定ＮＰＯ法人ぎふハチドリ基金運営支援事業 

②「子ども・若者支援ネットワーク岐阜」事業運営業務 

③ぎふ学生ボランティア情報提供事業 

④岐阜県ファミリー・サポート・センター等広域推進連絡会議運営事業 

⑤美濃加茂市自治会支援委託業務 

⑥政策提言事業 

  

２.ぎふＮＰＯセンターの 2024 年度事業に関する報告 
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１）社会包摂関連事業 

 

① 岐阜県女性のつながりサポート支援事業 ＜岐阜県委託事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

コロナ禍が過ぎたと言われる今もなお、地域で暮らす様々な人たちが困難な状況にある。

そのような中、だれもが暮らしやすい地域づくりを目指して活動するＮＰＯ法人および市

民活動団体とのネットワークを生かし、当法人がハブとしての機能を果たしてＮＰＯが連

携していくための基盤づくりを目指す。 

 

事業の目的 新型コロナウイルス感染症の拡大前に比べ、社会との絆・つながりが薄く

なった。更に物価高や燃料高等が重なり、不安を抱える女性や、支援が届

いていない女性が増えている。そうした方たちに対し、ＮＰＯ法人および

任意団体の知見を活用したきめ細かい支援事業を実施する。 

 

 

事業の概要 2021 年度から引き続いて実施している同事業では、6 団体による訪問支

援と、14 団体による居場所の提供が行われ、結果として以下のように支

援が行われた。 

 

 

 

成果と課題 

様々な団体の協力により、県内全域で多くの女性の不安を軽くし、実際に支援に結び付け

ることができた事例もあった。 

一方で、今回の取り組みは整理の貧困という問題にクローズアップして国により事業化

された経緯からも「女性」に限定した支援になっている。包摂的な取り組みでは、本来こう

した限定なくしていくべきものと捉えていく必要があり、支援や窓口、制度による分断が生

じないよう、ぎふＮＰＯセンターが持つネットワークや情報発信力、政策提言能力などを生

かしながらこの分野の取り組みに望んでいかなければならない。 
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② 孤独・孤立対策官民連携事業費補助金事業 ＜岐阜県委託事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

コロナ禍が過ぎたと言われる今もなお、地域で暮らす様々な人たちが困難な状況にある。

そのような中、だれもが暮らしやすい地域づくりを目指して活動するＮＰＯ法人および市

民活動団体とのネットワークを生かし、当法人がハブとしての機能を果たしてＮＰＯが連

携していくための基盤づくりを目指す。 

 

事業の目的 孤独・孤⽴対策を推進するために、⼩規模なＮＰＯの活動を強化し（特に

参加の促進や担い⼿拡⼤を中⼼とする経営改善）、さらにその⽀援を有効

に実施できるよう中間⽀援組織をも強化（特にノウハウ、⼈材⾯）するこ

ととした。 

上記の⽬的を実現するために、本事業では下記の４施策を実施した。 

①「⼈」「参加」に焦点を当てた伴⾛⽀援 

②小規模ＮＰＯにおける市⺠参加を⾼めるセミナー 

③ 中間⽀援が存在しない空⽩地域における中間⽀援活動インキュベー

ト 

④ 上記３施策の進捗状況の共有・改善・検証による共有知化、および他

地域への波及 

 

事業の概要 補助金事業では、岐阜県内で孤独・孤立対策に取り組む団体に呼びかけを

行い、事業提案の募集と団体の選定を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果と課題 

(１)成果 

本事業に対して今年度は 8 団体が「孤独・孤立対策に取り組みたい」と考え、それぞれの

団体の切り口から事業提案を行った。残念ながら 7 団体の提案に対する助成金の交付にな

ったが、不交付となった団体に対しても継続した情報発信に努め、サポートの形を模索する

など今後の連携体制の構築を目指した。各団体が孤独・孤立について取り組み、そうした状

況にある人たちと向き合う機会が増え、またそれをぎふＮＰＯセンターや県が把握してつ

ながることは、今後の誰一人取り残されない地域づくりに向けて期待が持てる事柄である。 

交付団体の取り組みに関しても、それぞれの団体の特徴や得意分野を生かしながら、また

今年度から条件とした「協力団体との連携による相乗効果」を意識しながら、多方面に向け

て多様な事業が展開されていた。各団体の事業概要や成果については別紙に示した通りだ

が、協力団体との連携を意識することで、単独の団体で行うよりも広がりを持った活動にな



Ⅰ.2024 年度事業報告 

 

 

 

8 

 

っていたと考えている。例えば子育て家庭の保護者や活動者同士がつながる取り組みでは、

それぞれの団体が持つリソースやつながりによって多くの参加や広い視野をもたらしてい

た。悩み相談の事業では、心理相談の専門家と連携することで、高い参加者満足度を得ると

ともにスタッフのスキルアップ、連携団体との意識共有にもつながった。居場所事業では、

連携団体が支援する若者が講師を担うなど、社会参加の機会を広げることができた。農を通

じた就労体験事業では、関係する団体がネットワークを形成し、今後の幅広い展開が期待で

きる取り組みとなった。外国人や外国にルーツを持つ方たちへの支援では、就業を支援する

企業と連携することで福祉サービスとの連携も視野に入れ、より実生活に根差した支援内

容を探ることにつながった。ごみ問題等に取り組む事業でも多機関・団体とのネットワーク

形成がなされ、支援対象者がつながることで活性化や意欲向上につながるとともに、連携の

拡大に向けて期待が持てた。障がい者や地域の高齢者に向けた取り組みでは、障がい者、高

齢者ともに孤独感が軽減されるとともに社会参加への意欲向上が見られ、地域における障

がい者の理解や地域全体での「ケア」という福祉向上につながった。これらの効果は、制度

に基づく事業だけではなかなか手の届きづらい部分に、支援対象者それぞれに向き合い続

けるＮＰＯだからこそ行うことができた取り組みだったと考えている。 

今回の助成事業では、説明会や伴走支援を通じ各ＮＰＯに対して「今後の発展」「より広

い連携」を見据えた取り組みについて考えてもらうことを念頭に置いた。一般的に、ＮＰＯ

の活動に対する助成金は、ＮＰＯで活動する人たちの一つの特徴でもある「目の前の出来事

や人を放ってはおけない」取り組みに対して有効に機能するものではあるが、一方で一時的

に活動範囲と対象者を増加させ、団体自体を疲弊させることにもつながりかねない。孤独・

孤立は既に広く一般にも周知されつつある事象ではあるが、次々と現れる新たな課題に対

し、ＮＰＯの柔軟性を持って継続して取り組むべきテーマでもある。継続のためには団体の

基礎体力を向上させる必要があることはもちろん、関係する機関や同じような活動を行う

団体との情報交換や連携、ひいてはネットワーク化が不可欠である。今年度の各事業では、

助成金が活用できたからこそ今後の発展が期待できたと感じている。また、単なる連携を超

えてネットワークの形成を掲げて端緒についた事業もいくつか見られた。それぞれの取り

組みを「端緒」に終わらせず、孤独・孤立対策につながる事業を継続させ定着させていくた

めにも、今後も継続した支援が必要だと考えている。 

また、伴走支援では事業の内容に関すること以外にも、こうした助成金事業の事務処理に

慣れていない団体や若手スタッフのサポートも行った。こうした一つ一つの積み重ねが、つ

ながりを深め、継続した活動につながっていく。 

 

(２)課題 

今年度の助成事業では、各団体から「連携による相乗効果」を意識した新たな事業提案が

なされると同時に、今後の発展が期待できる提案もなされ、各団体が連携団体とともに独自

性を発揮しながら活動する様子が見られた。一方で、団体同士の連携においては「相乗効果

をより発揮していく」という点で改善の余地が見られる取り組みもあった。また、募集時期

や期間の影響、さらには「連携団体との調整が難しい」という意見も聞かれ、事業の提案数

は昨年度までと比べて大きく減少してしまった。当然ながら、提案いただいた全ての事業に

対して助成金を交付することはできない。一方で、より多くの観点や新しい視点から孤独・

孤立対策に関する提案をしてもらうことで、より広く、より深く孤独・孤立に陥っている方、

陥ろうとしている方に手を差し延べることにつながると考えている。 

ＮＰＯの基礎体力を向上し、組織基盤を固める努力は孤独・孤立対策を進める上でも必須

と考えている。さらに今年度は単独の団体で行うよりも複数の機関・団体が連携することで

発展性を持たせられる可能性を実感することができた。一人でも多くの方に手を差し延べ
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るためにも、多くのＮＰＯが活躍できる社会、地域をつくっていく必要がある。これからも、

どのように各ＮＰＯが活動を継続できるのか、そのために中間支援の立場でできることを

考えながら、地域力の向上を目指したい。 

誰一人取り残されない地域を目指し、孤独・孤立に陥る人を一人でも減らす。その目的に

向けて、各ＮＰＯや私どもぎふＮＰＯセンターとして、地道な活動を続け、多様な人たちと

つながりを持ちたいと考えている。 
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③ 孤独・孤立対策担い手育成事業 ＜内閣府採択事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

コロナ禍が過ぎたと言われる今もなお、地域で暮らす様々な人たちが困難な状況にある。

そのような中、だれもが暮らしやすい地域づくりを目指して活動するＮＰＯ法人および市

民活動団体とのネットワークを生かし、当法人がハブとしての機能を果たしてＮＰＯが連

携していくための基盤づくりを目指す。 

 

事業の目的 孤独・孤⽴対策を推進するために、⼩規模なＮＰＯの活動を強化し（特に

参加の促進や担い⼿拡⼤を中⼼とする経営改善）、さらにその⽀援を有効

に実施できるよう中間⽀援組織をも強化（特にノウハウ、⼈材⾯）するこ

ととした。 

 

事業の概要 本事業には、中間⽀援 3.0『ひょうごモデル』推進コンソーシアムの構成

団体として関わった。構成団体は以下の通りである。 

⼀般財団法⼈明⽯コミュニティ創造協会 

認定ＮＰＯ法⼈茨城ＮＰＯセンター・コモンズ 

ＮＰＯ法⼈北播磨市⺠活動⽀援センター 

ＮＰＯ法⼈ ぎふＮＰＯセンター 

ＮＰＯ法⼈シミンズシーズ 

ＮＰＯ法⼈丹波ひとまち⽀援機構 

認定ＮＰＯ法⼈⽇本ＮＰＯセンター 

ＮＰＯ法⼈姫路コンベンションサポート 

公益財団法⼈ひょうごコミュニティ財団（代表団体） 

⽬的を実現するために、本事業では下記の４施策を実施した。 

①「⼈」「参加」に焦点を当てた伴⾛⽀援 

②⼩規模ＮＰＯにおける市⺠参加を⾼めるセミナー 

③中間⽀援が存在しない空⽩地域における 

中間⽀援活動インキュベート 

④上記３施策の進捗状況の共有・改善・検証による 

共有知化、および他地域への波及 

 

成果と課題（まとめ） 

本事業では、昨年度の「孤独・孤⽴対策活動基盤整備モデル調査事業」に続き、多くの中

間⽀援組織のネットワーク（共同事業体）を形成して中間⽀援のソフト事業を実施した。3 

⽉の活動報告会でも「中間⽀援（組織）の意義・必要性が社会的に認められていない」「ど

う伝えればいいか」という声があり（会場、参加者アンケートとも）、私たちの問題意識も

これに近いものだった。 

⼀⼝に「中間⽀援」といっても近年はその機能・組織ともに多様化しており、どんな中間

⽀援について論じたいかを絞る必要がある。私たちは、現場で孤独・孤⽴対策に取り組む多

くの団体の⾝近にいて、かつハード（施設）ではなくソフトの⽀援⼒に焦点を当てて、さら

に全国各地に数多く存在する地⽅の・地域密着型の中間⽀援組織およびその機能に光を当

てることができた。 

※詳細は“孤独・孤立対策のための中間支援 3.0『ひょうごモデル』推進事業”報告書を参照 
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２）関連事業 

 

① 認定ＮＰＯ法人ぎふハチドリ基金運営支援事業＜自主事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

ぎふハチドリ基金は、2012 年にぎふＮＰＯセンターが創設した市民ファンドで、子ども・

若者・子育て家庭が抱える困難を地域の支え合いで解決する仕組みである。市民の寄付を集

め、岐阜県内のＮＰＯの活動資金として助成することで、地域資源の循環とＮＰＯの活動を

促進する。 

 

事業の目的 ＮＰＯ法人ぎふハチドリ基金の組織基盤が安定するまで、事業が円滑にす

すむようサポートをする。 

 

事業の概要 （１）事務局スタッフによる支援 

2024 年度助成事業の募集から報告までと各種会議（審査委員会、理事

会、総会）、助成プログラムの改善の企画、ハチドリ Café 等の運営をサ

ポートした。（役務の提供）。 

（２）事務所の共同使用 

ぎふＮＰＯセンターの事務所内に事務所を置き、共同使用している（無

償提供）。 

         

成果と課題 

2024 年度は認定ＮＰＯ法人の最初の更新時期で、いつにも増して忙しい年度であったが、

無事に更新ができ、2030 年 3 月まで認定期間が延長された。設立以来、継続して支えてい

ただいている、ハチドリ応援団、寄付者・支援者に改めて感謝したい。また、10 月から 2

人のスタッフ（週 1 日）を雇用したり、IT 環境を整えるなど、組織基盤の整備も進んでい

る。助成事業への期待も年々大きくなる中、安定した資金を確保していくための取組みや、

事務局の作業の合理化、効率化をしていきたい。 
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② 「子ども・若者支援ネットワーク岐阜」事業運営業務 ＜自主事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

子ども・若者、その家族の支援に取り組む市民活動団体等が課題を共有し、それらを取り

巻く多様なテーマについて意見交換を行い、団体同士のネットワークを構築し、互いに学び

合うことで、地域の課題に取り組む団体の活動を促進する。 

 

 

事業の目的 子ども・若者とその家族を取り巻く様々な困難の解決に向けて、それに取

り組む団体や個人が連携し、包括的に支援する地域ネットワークを構築す

る。また、子ども・若者支援に取り組むスタッフの悩みなどを共有し、活

動の持続・発展に繋げることを目的とする。 

 

事業の概要 子ども・若者支援に取り組む団体や専門機関、個人が参加し、近況報告や

テーマに関して意見交換などを行った。 

 

月日 テーマ 

4/22 「領域を超えたつながり」とは？ 

5/27 
第 18 回 若者・ひきこもり協同実践交流会全体シンポジウム

の振り返り 

6/17 「学習支援」について 

7/22 「社会的養護関連事業の民間団体との連携」について 

8/26 市民協働による子ども・若者の地域支援を考える 

9/30 「地域福祉のひろばぎふ」の報告 

10/28 
「第 19 回全国若者・ひきこもり協働実践交流会 in 関西」の

紹介 

11/25 「支援」の価格競争化は何をもたらすか勉強会の紹介 

12/23 「こども・若者の声を聴く」を問い直すについて 

1/20 「児童館」を考える 

2/17 
「岐阜県子ども支援ネットワーク形成研修『多世代の居場所』

の展開可能性」の報告 

3/24 南出さん隠岐諸島周辺子ども・若者支援団体訪問記 

 

成果と課題 

子ども・若者に関わる活動を行う課題について、情報交換を行い、テーマに関して学び合

う機会となった。また、定例会前半では参加者の近況報告を行っており、それぞれの活動現

場からの報告がされており、多様な学びを得る機会となっている。 
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③ぎふ学生ボランティア情報提供事業 ＜自主事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

若い世代がボランティアを通じて知見を広め、また活動を提供するＮＰＯを知ることは、

多くの人が関わりながら進めていく地域づくりにおける長期的な視点では重要である。ま

た、情報収集やボランティアのマッチングでさまざまなＮＰＯと関わることは当法人にと

っても関係性構築につながっていく。そのために情報収集および発信をしていく。 

 

事業の目的 学生がボランティア・地域活動を通じて、豊かな人間性や社会性、テーマ

（課題）に沿った学問的解決能力を備えた人材としての成長を促すため、

学生の社会参加を促すことを目的に、学生にボランティア・地域活動情報

を発信していく。 

 

事業の概要 学生ボランティア・地域活動情報のホームページやぎふＮＰＯ・生涯学習

プラザの窓口で紹介した。 

 

成果と課題 

団体からホームページへの情報掲載依頼があり、対応した。学生向けのボランティア募集

情報の収集に積極的に取り組めていないため、学生が参加可能なボランティア情報の収集

体制を整える必要性を感じる。 

また、団体から学生向けのボランティア募集情報の紹介を受けた際も、学生を対象とした

ボランティアとして適切であるかどうかを丁寧に検討する必要があると感じる。ボランテ

ィア募集を行う団体から「大人のボランティアは言うことを聞いてくれない」と言う意見を

聞く機会もあり、自主性を大切にスルボランティアの意義を説明することや単純な労働力

ではなく、活動の意義や方法について説明し理解を得る努力をする必要があることを伝え

なければいけないと感じた。 
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④岐阜県ファミリー・サポート・センター等広域推進連絡会議運営事業 

 ＜自主事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

ファミリー・サポート・センター事業は、地域で子育てを支える仕組みであり、地域に広

まっていくことで、地域住民のつながりを深めることができる。また、子育てに関する地域

の課題解決に向けて、行政とＮＰＯが協働して取り組める事業である。 

 

事業の目的   ファミリー・サポート・センター等が安全に実施され、各地域に広がっ

ていくことを目指し、その運営に関わるＮＰＯ法人等の民間団体と行政

等の関連機関が、運営上の課題の解決のための情報交換や協議を行う。 

 

事業の概要 ファミリー・サポート・センターの運営団体、行政担当者が集まり、隔

月で会議を開催。連絡調整、情報提供など、会議の運営を担った。 

 

【開催日】（出席者数） 

第 74 回  4 月 19 日（会場 13 人、オンライン 21 人） 

第 75 回  6 月 18 日（会場  6 人、オンライン 27 人） 

第 76 回  8 月 20 日（会場  7 人、オンライン 21 人） 

第 77 回 10 月 22 日（会場  6 人、オンライン 16 人） 

第 78 回 12 月 10 日（会場  5 人、オンライン 23 人） 

第 79 回  2 月 14 日（会場  4 人、オンライン 23 人）） 

 

成果と課題 

岐阜県内でファミリー・サポート・センターを設置している 36 市町のうち、25 市町 18

実施団体等が参加している。（委託：23 市町（広域含む）、直営：2 市） 

当会議が各ファミリー・サポート・センターの実務上の困りごと等を聞き合える場となっ

ていることで、互いに相談をして対応策や解決につながっている。 

一方、地域では、より深刻な現状に置かれている子ども、子育て家庭がある。そういった

家庭への支援や根本的解決となるような取り組みを、民間団体としても考えていかなけれ

ばならないという意見も出ている。 

当会議に対するニーズの多様化や、各団体の方向性の違いが出てきており、当会議や事業

そのものの役割や在り方を検討していきたい。  
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⑤美濃加茂市自治会支援委託業務 ＜美濃加茂市委託＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

地域づくりではしばしば地縁組織と志縁組織という組織の分け方がされている。地縁組

織とは自治会をはじめとしたさまざまな地域組織のことであり、志縁組織とは当法人を含

めたＮＰＯ法人や市民活動団体を指すことが多い。当法人が進める地域づくりに向けては

そうした分け方の垣根を超え、地域で暮らす人が一人ひとり地域での役割を果たしていく

ことが重要である。自治会のあり方を考えることは、地域で役割を果たす人たちが十全に力

を発揮することにつながり、当法人の目指す地域づくりの推進力の一つとなっていく。 

 

事業の目的 美濃加茂市の自治会活動に関して、自治会員や自治会にかかってくるさま

ざまな負担を見直し、自治会や自治会員が本来果たすべき機能について議

論する。そうすることで住民がすべきこと、行政がすべきことをそれぞれ

考え、自治体のあり方や求めるべき役割について改めて考えることを目的

とする。 

 

事業の概要 

（１）自治会座談会の実施 

自治会長の困りごとの共有、情報共有の場として、自治会座談会の企画運営を行った。 

回数 日時 場所 参 加 自

治会長 

主なテーマ 

第 1 回 6 月 25 日(火) 

19 時半-21 時 

生涯学習セ

ンター202 

7 名 自治会活動の悩みを共有する 

第 2 回 7 月 23 日(火) 

19 時半-21 時 

生涯学習セ

ンター202 

5 名 自治会活動の悩みを共有する 

第 3 回 8 月 27 日(火) 

19 時半-21 時 

生涯学習セ

ンター203 

13 名 自治会のゴミ問題について 

第 4 回 9 月 24 日（火） 

19 時半-21 時 

生涯学習セ

ンター202 

7 名 自治会の防災について 

第 5 回 10 月 22 日(火) 

19 時半-21 時 

生涯学習セ

ンター203 

3 名 自治会の入会金・年会費について 

第 6 回 11 月 26 日(火) 

19 時半-21 時 

生涯学習セ

ンター203 

7 名 市長と自治会について語る会 

第 7 回 令和7年1月 28

日(火) 19 時半-

21 時 

生涯学習セ

ンター203 

6 名 自治会に入って良かったと思えるた

めには？ゲスト：澁澤寿一さん 

第 8 回 2 月 25 日(火) 

19 時半-21 時 

生涯学習セ

ンター203 

13 名 自治会と神社の関係について、自治

会長の報酬について 
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（２）自治会ラインアンケート実施支援 

美濃加茂市公式ラインにて自治会に関する意識調査を実施し、その項目についての事

前アドバイスや結果分析の支援を実施した。 

実施目的 市の自治会支援事業や自治会における改善活動の参考とするため、市民の

自治会に対する意識調査を行った。 

実施期間 令和７年１月１０日（金）～１月３０日（金） 

実施方法 オンラインアンケート ※市公式 LINEにてアンケートの周知を行った 

対象 市公式 LINE登録者 （令和 6年 12月 27日時点 17,668名） 

回答数 ９６１件 

 

（３）自治会相談の実施 

自治会活動に関する課題や組織の課題など、自治会長が相談できる窓口を設置する（月

に一回土日に実施、予約制）。そこで、相談員として、自治会長へアドバイス等を行った。 

1)6月 22日（土） 生涯学習センター  2名の相談 

2)7月 27日（土）  上古井交流センター（申込なしのため中止） 

3)8月 24日（土）  山之上交流センター（申込なしのため中止） 

4)9月 28日（土）  蜂屋交流センター（申込なしのため中止） 

5)10月 26日（土） 加茂野交流センター（申込なしのため中止） 

6)11月 23日（土） 伊深交流センター（申込なしのため中止） 

7)12月 21日（土） 三和交流センター（申込なしのため中止） 

8)1月 25日（土） 下米田交流センター（申込なしのため中止） 

9)2月 22日（土） 生涯学習センター（申込なしのため中止） 

10)3月 22日（土） 生涯学習センター（申込なしのため中止） 

  時間はすべて 9時～12時の間で実施。各 1時間で 3枠準備した。 

 

 

（４）行政から自治会への依頼事項の見直し支援 

行政から自治会への依頼事項の見直しについて、アドバイスを行った。2024 年度は特

に、各種協力金の見直しについてアドバイスを実施した。 

 

成果と課題 

(１)ふり返り 

①「自治会長座談会は、昨年度同様、参加者も想定以上に多く、参加された自治会長の満

足度高かったと考える。自治会長が困っており、情報交換の場を求めていることがわ

かった。この座談会だけではないが、ゴミ回収の問題で困る自治会長が多いことが顕

在化され、次年度から非自治会員向けのごみ収集場所が設置されたことは、大きな変

化である。 

②自治会長相談の数も想定していたよりもかなり少なかった。座談会での話を聞いてい

ると悩みを抱えていることは間違いないが、わざわざ相談をするという行動まで移ら

ないと考える。「相談会」という手法の再考が必要である。 

③庁内検討については、川北秀人氏の部課長向け研修にて、住民自治の大切さを改めて実

感していただけたと思う。自治会の負担軽減については、全庁的に取り組まなければな

らない業務のため、次年度は、管理職以外の職員においても研修を行えるとよい。 
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(２)2025年度に向けて 

①自治会についての LINE アンケートの中で非自治会員の回答も一定数あった。これま

で非自治会員の声を聞く機会がなかったため、座談会等を実施し、声を聞き、自治会の

課題を別の視点から見出す機会となるとよいと考える。 

②自治会が本当に必要な自治の取り組みを加速化するために、やる気のある自治会長を

さらに支援することが必要である。今年度職員向けに実施した研修を、自治会長向けに

実施し、その後の行動を支援する仕組みが必要だと考える。 

③相談会や座談会では最初の心理的ハードルが高いため、まず、自治会について考えるき

っかけをもってもらう簡易な事業があるとよい。例えば、LINE 登録で情報を受けられ

ることや、LINE で簡単に質問できる等があると望ましいと考える。 
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⑥政策提言事業 

 

法人ミッションとのつながり 

当法人が目指す地域づくりに向けては、さまざまな方面に働きかけ、政策を提案したり制

度を形成したりする必要がある。そのためには日ごろからの情報収集やつながりも必要で

あり、また発言の機会を広げていくことも重要であると考えている。 

 

事業の目的 本事業は、よりよい地域社会づくり実現に向け、広く多機関と連携してい

くための環境を整え、さまざまな機会を通じてＮＰＯの意思や考え方を伝

え、各種政策と結びつけること、またより多くのＮＰＯなどが政策提言に

参画していけるようにすることを目的とする。 

誰も取り残さない地域社会づくりを実現するためには、ＮＰＯが単独ある

いはセクター単位で動くのではなく、広く多機関と連携していくことが重

要である。そのためにはＮＰＯが活動しやすく、また発言しやすい環境を

整えていく必要がある。さまざまな機会を通じてＮＰＯの意思や考え方を

伝え各種政策と結びつけていく活動を行っていく。 

 

事業の概要 さまざまな機会を捉えて行政等に対し、協働による地域運営の実現に向け

て様々な提言を行っている。 

 

行政等への各種提言のほか、下記の委員会等に参画した。 

 

岐阜県子ども・若者支援地域協議会 委員 
原 美智子 

岐阜市住民自治推進審議会 委員 

みんなの森 ぎふメディアコスモス運営委員会 委員 北村 隆幸 

岐阜県 県営公園指定管理者評価員 

野尻 智周 

岐阜市民生涯学習推進協議会 委員 

土岐市まちづくり補助金審査委員 

岐阜市市民活動支援事業 審査員 

公益財団法人ささえあいのまち創造基金 ささえあい基金助成 

審査委員 

一般財団ひだ財団 設立記念助成プロジェト 審査委員 

岐阜市市民参画賞選考委員会 委員 

岐阜市地域福祉推進委員会 委員 
林 宏澄 

岐阜県社会福祉協議会 評議員 

 

上記のような委員会への参加のほか、ネットワークの構築、各種連携、Ｎ

ＰＯの地位向上や効果的なＮＰＯ支援、ＮＰＯ災害ボランティアに関する

取り組みなど、さまざまな事業を展開した。 

1.伊勢志摩市民サミット後継組織としての「東海市民社会ネットワーク」 

に参画して、｢地域つくり｣に寄与する情報の収集･分析･政策提言等を図る。 

2024年度は東海市民社会ネットワークの事務局として、幹事会の連絡・議

事録の作成、ホームページの更新、会計業務、イベント開催事務等を行っ

た。6月 29日に総会と併せて実施したイベント「食・農から考える私たち
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の未来」では、記念講演をＮＰＯ法人 AM ネットの松平代表理事が行い、

その後に「食」を軸として SDGsについてディスカッションを行った。 

東海市民社会ネットワークを拡げていくため、オンラインで 3 月 17 日に

読書会を行った。神田理事が話題提供を行い、参加者同士で意見交換を行

った。41人の参加があり、東海市民社会ネットワークの関係ではない方の

参加も多く、ネットワークの拡大に繋がった。今後の継続も望まれている。 

2.生活困窮者自立支援法の改定を受け、各地で実践されている事例に学び、

各種団体等と連携しながら担当部局へ政策提言を行う。また、事務局を担

う。 

3.ＮＰＯの主務機関が岐阜県から権限委譲で市町村に移っていく状況下

で、ＮＰＯ等の活動環境改善に向けて政策提言していく。 

4.中間支援組織が各地に存在し、地域に根ざした活動を支援することは地

域つくりには欠かせない。ＮＰＯへの支援のみならず、地縁団体に対する

サポートも充実させることで、様々な主体が連携してよりよい地域活動を

展開していく環境づくりを目指す。 

5.昨今の災害多発状況に鑑み、災害にも強い地域つくりを目指し、災害ボ

ランティア・ボランティアコーディネート・ボランティアセンター等のあ

るべき姿を市民と共に描き、地域つくり実現プロセスをも共有していく。

また、災害時に各地の中間支援センターが相互協力できるよう、さまざま

な連携を深めていく。 

6.社会包摂に関わる団体同士の関係づくりや活動現場から得られる課題

認識や解決のための方法などを共有する場作りを行い、課題を解決するた

めの政策提言などを行っていく。 

7.ＮＰＯと行政との協働実態について調査し、協働関係の構築・発展に向

けて政策提言していく。 

 

成果と課題 

委員会等の機会を通じて提言を行ってきた。会議の構成メンバーとして発言する機会が

あるため、ぎふＮＰＯセンターだけの声にならないよう、各種事業の中で得られる意見をき

ちんと把握しながら、提言していく必要がある。 
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（２）「ＮＰＯの活動環境整備と後方支援、ＮＰＯセクターの成長」に関する事業の報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ事業 

②調査・研究・提案事業 

③「ＮＰＯ法人設立講座」「ＮＰＯ法人運営講座」開催事業 

④「みんなの勉強会」（会計しっかりマスター講座・会計実務サポート） 

⑤つながろう鈴鹿ネットワーク 

⑥市民活動と民主主義について考える勉強会 

⑦専門相談・講師等派遣事業 

⑧生涯学習情報提供事業 

⑨災害時専門ボランティア受け入れ推進事業 

⑩災害関連事業 

⑪助成金等情報提供事業（WAM 助成募集説明会） 

⑫岐阜県内首長選挙候補者へのアンケート 

⑬ＮＰＯの活動拠点等提供事業 

⑭ぎふＮＰＯセンターブックレット普及事業 
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①ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ事業 ＜岐阜県委託事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

相談対応や情報発信等を通して、地域の住民が地域の課題を自ら解決し、地域を超えたよ

り広い社会との連携に取り組むための環境整備を行い、市民活動団体の運営や会計相談の

対応、セミナーの開催を通して、住民の自発的活動を支援する。 

 

事業の目的 1）市民を対象として、ＮＰＯやボランティア、生涯学習に関する情報発

信やＮＰＯ法人の設立等団体の立ち上げを含めた活動参加に向けた相談

対応を行い、市民活動への参加促進を目的とする。 

2）ＮＰＯ等の市民活動に取り組む団体を対象として、運営に関する会計

や労務、総会の手続き、活動の広報、助成金の申請等の相談に対応し、市

民活動団体の運営を支援することを目的とする。また、ＮＰＯのスキルア

ップや協働関係の構築に繋がるセミナーの実施、市民活動支援センター

の交流会を実施する。 

 

事業の概要 岐阜県より事業の委託を受けて「ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ」の管理運

営、「ＮＰＯナビぎふ(ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザホームページ)」の管

理運営、セミナーの開催等、下記の事業を行った。 

 

ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ来訪者数：8,457人 

ＮＰＯの設立、運営に関する相談：1,019件 

相談内容の内訳 

1.団体の設立に関する相談：109件 

2.団体の運営に関する相談：163件 

3.団体の会計に関する相談：79件 

4.助成金に関する相談：59件 

5.生涯学習に関する相談：5件 

6.ボランティアに関する相談：34件 

7.その他：570件 

その他の内容：ＮＰＯ法人等の地域の課題解決に取り組む団体に関する

情報希望、イベント広報等のチラシ配架依頼など 

 

ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ主催セミナー：年 8回 

1)ＮＰＯ向け計画の立て方セミナー 

令和 6年 6月 21日(金) 14 時～16時 実施方法：オンライン 

講師：山口 由美子 氏(ＮＰＯ法人可児市ＮＰＯ協会 理事長) 

ＮＰＯのスタッフが活動の目的や事業の進捗状況について共有するための事業計画の立

て方について学ぶセミナーを実施した。事業計画を立てる際に重要なこととして、「課題

を明確にする」「目的地を定める」「資源(事業実施のために必要な人や資金など)を探す」

「具体的な計画を作る」「成果を検証する」といったことが挙げられた。特に重要なことと

して、課題を分解・分析し、共通認識が持てるように具体的な言葉で記載することが話さ

れた。 

アンケートでは、「活動が多くなってきており、外に向けても内に向けても、可視化や活動

内容の整理が必要と感じていた。良いツールをもらった」や「具体的でない課題を分解し
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て、可視化することから始めようと思えた」といった声があり、具体的な取り組み方につ

いて学べたセミナーとなった。 

 

2)より伝わるチラシのデザインを学べる！ＮＰＯ向けセミナー 

令和 6年 6月 24日(月) 14 時～16時 

実施方法：対面(OKB ふれあい会館 410会議室)およびオンライン 

講師：臼井 南風 氏(リトルクリエイティブセンター グラフィックデザイナー) 

ＮＰＯが実施するイベント等のチラシデザインについて学ぶセミナーを実施した。チラシ

を作成するうえで注意する点について話を聞き、参加者が作成したチラシへの講師のアド

バイスを通して、目立つチラシのデザインを学んだ。 

アンケートでは、「デザインに気をとられて情報を伝えることを深く考えてなかったな、

と改めて教えてもらった」といった声があり、見た目のインパクトだけでなく、チラシに

掲載する情報の整理方法について学べたようであった。また、「具体的にチラシを手直し

してもらったので改善点がよく分かった」という感想もあり、講師の話を聞いた後に具体

的な事例を見ることで学びが深まったようであった。 

 

3)ＮＰＯ法人の会計入門セミナー 

令和 6年 7月 5日(金) 14時～16時 実施方法：オンライン 

講師：中尾 さゆり 氏(ＮＰＯ法人ボランタリーネイバーズ 理事長・税理士) 

法人立ち上げ初年度の団体や会計担当者になったばかりのスタッフを対象にＮＰＯ法人

の日常会計や決算、税務について学ぶセミナーを実施した。会計を行う上での基礎的な内

容や決算を行うための準備に加えて、源泉所得税の預かりと納付などＮＰＯ法人で発生し

がちな義務を中心に企画した。 

アンケートでは「ＮＰＯ会計の全体が理解できた」や「職場の先輩に教わった会計のやり

方で良いと再確認できた」といった声があり、会計の基礎的な部分は伝えることができた。

また、アンケートには「会計ソフトの活用を進めていきたい」や「株式会社の会計と違う

箇所をもう少し深く知りたかった」という声があった。会計全般を 2時間のセミナーで伝

えきることは難しく、セミナーでは基本的な内容を伝えることとした。詳しく話そうとす

ると団体個々の事例になってくるため、セミナーだけでなくプラザの窓口相談の活用を促

しながら、対応してく必要がある。 

 

4)ＮＰＯの労務と、有償ボランティアについて学ぶ労務セミナー 

 令和 6年 8月 23日(金) 14時～16時 実施方法：オンライン 

 講師：加古 朗 氏(社労士・行政書士加古事務所 代表) 

ＮＰＯ法人の労務として「労働者と有償ボランティアの違い」や「労務管理書類の整理」、

「労働保険・社会保険」、「ＮＰＯの体表者の取り扱い」など、ＮＰＯ法人の活動で想定さ

れる基礎的な内容を学ぶセミナーを実施した。 

アンケートでは、「身近な例をあげながらの説明で分かりやすかった」や「大まかな流れが

分かった」という声があり、基本的な部分を伝えることができた。また、「労働者と有償ボ

ランティアの違い、労務について知っておかなければならないことが分かった。書類等は

整っているが、更新していかないといけない」や「休日ボランティアの場合はお金を支払

っていないので、考えていきたい」といった声もあり、自団体で考えるべき労務の内容も

見つかったようであった。税務と同様に労務も団体に合わせた実務が出てくる。プラザの

窓口相談の活用を促すと共に、より高度な内容は専門家に繋げられるよう、備えておきた

い。 
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5)企業とＮＰＯのプロボノセミナー あなたのスキルを活かそうプロボノ入門 

 令和 6年 11月 8日(金) 14時～16時 実施方法：オンライン 

 講師：大須賀 恵子 氏(ＮＰＯ法人中部プロボノセンター 理事・事務局長) 

    別所 大介 氏(別所中小企業診断士事務所 代表) 

プロボノをテーマに企業とＮＰＯの協働意識の啓発に繋がるよう、セミナーを実施した。

プロボノは社会人が仕事等で培った専門知識や技術、経験を活かして、社会課題の解決に

参加するボランティア活動であり、企業の社会貢献活動であると共に、社員の経験を活か

して取り組む内容となる。社員にとっては仕事の経験を活かして取り組むことができ、ま

た仕事の経験が社会課題の解決に役立つことを実感できる取組である。また、ＮＰＯにと

ってはプロボノが持つ技術やノウハウを活用することができる。しかし、両者にとって良

い取り組みとするためには、受け入れるＮＰＯ側の理解が必要になるため、両者を対象と

したセミナーを実施した。 

アンケートでは、「自団体でプロボノを受け入れることはハードルが高いと考えているが、

企業とつながる良い機会になると感じた。」や「ＮＰＯ法人に馴染みがなかったため、活動

を知ることができた。」といった声があった。セミナーでは、企業とＮＰＯの立場の違いや

両者にとって利益となるプロボノプログラムの作り方などを学ぶ機会となった。互いの立

場の違いが分かるよう、グループディスカッションの時間を設けたが、発言する参加者が

少なく、参加者同士の交流を十分に行うことができなかった。プロボノはまだあまり浸透

しておらず、啓発の必要性を感じた。 

 

6)岐阜市協働の協議の場から学ぶ協働の可能性 

令和 7年 3月 17日(月) 14 時～16時 実施方法：オンライン 

講師：桝形 裕志  氏(岐阜市市民活動交流センター 市民活動支援係長) 

原 美智子 氏(一般社団法人 よりそいネットワークぎふ 理事) 

ＮＰＯと行政との協働関係の構築について学ぶセミナーを実施した。岐阜市では「ＮＰＯ

との協働事業推進のガイドライン」に基づいて協議の場が持たれており、長年維持されて

きた。岐阜市側と市民活動団体側の両者から協議の場の意義を聞き、ＮＰＯと行政との協

働について学ぶセミナーを実施した。 

アンケートでは、「両者のお話から 20年ほどの間に行政と市民の意識の変化が伺えて頼も

しく思った。双方の強みと、弱点はあっても他者との協働によって現状をよりよくできる

部分とをお互いに理解し合って話ができる環境ができていることが良い。」や「市民や団

体が意欲的にまちづくりに参加している状況が素晴らしいと感じた。」という声があった。

協働のための協議が上手く進んでいる自治体の良さは感じられたようであった。ただ、ア

ンケートには「質疑応答の時間が少なく、聞きたいことを聞くことができなかった。」とい

う声もあった。参加者自身が活動する自治体での協議を活発にしていく方法を考える機会

でもあったため、それぞれの課題意識を共有する場があればより良い内容になったと感じ

る。その他、参加者から「ＮＰＯ側だけでなく行政側でも、行政とＮＰＯの間に入って協

働を推進していく役割を担う人が必要だと感じた。」という意見があった。 

具体的な制度として進めていくには、岐阜県内で活動する市民活動団体に加えて、市民活

動支援センターや自治体のＮＰＯ担当課と課題意識の共有などを行う場が必要だと感じ

る。 
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7)岐阜県内市民活動支援センター交流会 

 「地域に出向き対話からはじめる！活動支援 ～地域のみんなで育てる基金～」 

令和 6年 9月 4日(水) 14時～16時 実施方法：オンライン 

講師：本間 あかり 氏(一般社団法人ひだ財団) 

市民活動支援センター交流会は、ひだ財団の活動を話題に実施した。ひだ財団は飛騨圏域

の団体に助成金を出すと共に、地域の課題について学び合う勉強会を実施したり、参加者

同士の繋がりを作るなど、お金以外の市民活動支援も行っている。市民活動に取り組むコ

ミュニティに作り方学ぶ機会となった。後半は、前半の話を中心に参加者同士で意見交換

や質問などを行った。 

アンケートでは前半について「まちづくりスポットで築いた市民団体との関係性を、研究

会で地域課題に興味のあまりなさそうな市民とも築きながら財団を築いていった流れに

学ぶことがたくさんあった」といった声があった。財団の立ち上げはハードルが高いが、

地域課題について学び合うコミュニティ作りは自団体で取り入れられそうな内容も多く、

刺激になったようであった。後半の交流会では、若者へのイベント案内の届け方など、そ

れぞれの市民活動支援センターで課題となっていることについて「若者と繋がっている人

に声をかける、一緒に巻き込む」といった取り組み事例の紹介があった。新規参加の団体

もあり、知り合うきっかけの場にもなった。 

 

8)岐阜県市民活動支援センター交流会 

 題解決に取り組む市民を支える非常設型の支援センター 

令和 7年 1月 24日(水) 14 時～16時 実施方法：オンライン 

講師：小池 達也  氏(まわる市民協働 運営チーム) 

本巣市の市民活動支援センターは非常設型で運営されており、常設型の市民活動支援セン

ターとは異なる運営がされている。その中で、誰でも相談できる「社会プロジェクト相談

窓口」を設け、取り組みを支援したり、「市民による社会プロジェクト奨励金」を案内する

など、伴走しながら支える取り組みが行われている。常設でなくとも市民の活動を支える

仕組みを学び、それぞれの市民活動支援センターで取り入れていくことを目的として実施

した。前半は「まわる市民協働」の活動内容を聞き、後半は参加者同士での交流会を行っ

た。 

アンケートでは、前半は「どのような状況でも、支援活動等はできるということを感じま

した。活動の現場に行くことで、いろいろな気づきが得られることも、再認識しました。」

や「自由が多い分本質的な支援が出来ているなと感じました。」という声があり、常設型で

も取り入れられる支援活動について知見が得られたり、常設ではないため外に出て活動が

行えるという気付きがあった。後半の交流会では、市民活動支援センターの日常業務の悩

み事などを共有した。 

 

成果と課題 

ＮＰＯ法人の設立相談は例年通りの数があり、新しい団体の立ち上げに関わる機会とな

った。設立に限らず、決算書や事業報告書を確認するなかで、適切な記載がなされていな

い書類を見ることがあった。相談に来る団体には対応できているが、窓口に来なければ伝

えることができていない。セミナー等で勉強する機会を充実させると共に、書類を受け取

る自治体の窓口に対しても理解を深めてもらえるよう、情報発信をしていく必要がある。

また、ＮＰＯを支援する機関としては地域の市民活動支援センターからの問い合わせはあ

るが、自治体の権限移譲先や市民活動担当部署からの相談は少ないので案内していきたい。 
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② 調査・研究・提案事業 ＜自主事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

ＮＰＯや協働を取り巻く状況や、それらを各方面がどのように考えているか把握するこ

とは、さまざまな活動や政策提言を進める上で重要な情報となる。またそうした情報をＮＰ

Ｏに適切に発信していくことで、地域全体でさまざまな取り組みに役立っていく。 

 

事業の目的 ＮＰＯや協働を取りまく状況について把握し、分析し、各方面への提案に

結びつけることで、活動の環境を整える。 

 

事業の概要 日本ＮＰＯセンターのＮＰＯ支援事業に係る人工（にんく）調査に協力し

た。 

その他、ＮＰＯと行政の協働を考えるタスクチームでは、ぎふＮＰＯセン

ターとして参加し検討を進めている。検討は現在も継続しており、今後は

提言に結びつけていく。 

 

成果と課題 

日本ＮＰＯセンターの呼びかけで行っている「ＮＰＯと行政の協働を考えるタスクチー

ム」に参加し、全国のＮＰＯ支援センタースタッフとともに相互に事例の提供と情報収集に

努めている。 

 岐阜県内の 21市に対する協働状況調査は取り組めていない状況であり、体制を整えて臨

みたい。 
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③「ＮＰＯ法人設立講座」「ＮＰＯ法人運営講座」開催事業 ＜自主事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

住民が主体となって地域の課題に取り組む際、活動する団体に法人格が必要になる場合

がある。市民活動に取り組む法人格の一つであるＮＰＯ法人の設立および運営に関する講

座を行い、理解を深めることで活動を支援する。 

 

事業の目的 ＮＰＯ法人の設立や登記や税務、労務などの運営の方法について学ぶ講座

を実施し、受講者のＮＰＯ法人に対する理解を深め、事務力の向上を目的

として実施した。 

 

事業の概要 【ＮＰＯ法人設立講座】 

ＮＰＯ法人設立講座では、「ＮＰＯ」とは何か、ＮＰＯ法人と一般社団

法人の違い、法人格を取得するメリットと責務、ＮＰＯ法人の設立方法

などについて学ぶ講座を実施した。 

【ＮＰＯ法人運営講座】 

2024 年度はぎふＮＰＯ・生涯学習プラザの相談内容やその他のぎふＮ

ＰＯセンターのセミナー事業で得られた参加者からの反応を基に、運営

講座のテキストについて見直しを行った。 

  

成果と課題 

今年度はチラシを作成して参加者の呼びかけは行わなかったが、ブックレットを用いて

個別に設立講座を実施した。ＮＰＯ法人の設立に関する相談は多くあり、設立時の心構えや

ＮＰＯ法人以外の法人格についても伝えることができた。ＮＰＯ法人の運営に関する相談

を受けるなかで、法務局の登記や日々の会計、税務事務などを正しく理解していないＮＰＯ

法人があることを認識している。ＮＰＯ法人の責務が果たすための知識が学べるよう運営

講座の内容を見直すと共に、講座の実施を企画していきたい。 
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④「みんなの勉強会」（会計しっかりマスター講座・会計実務サポート） 

開催事業 ＜自主事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

会計に関するセミナーおよび相談対応を行い、ＮＰＯの財政状況を自ら把握し、主体的に

判断できるよう支援することで、住民の自発的な活動を促進する。 

 

事業の目的 ＮＰＯ法人に必要な会計の実務に関する講座等を開催し、ＮＰＯ・ボラン

ティア団体の運営実務のスキルアップを図る。 

 

事業の概要 ＜会計しっかりマスター講座＞（於：OKBふれあい会館） 

「決算＆報告編」：2024年 4月 26日・27日 参加者 9名（7 団体） 

「日常編（基礎）」：2024年 8月 5日・6日  参加者 6名（6団体） 

「日常編（応用）」：2024年 10月 1日・2日  参加者 5名（5団体） 

ＮＰＯ法人等の非営利団体の代表者や会計担当者を対象に、日常の会計

処理など実務の基礎、決算整理・区分経理・按分計算等を含む決算書類

の作成や報告書作成のポイントを学ぶ講座を開催した。 

＜会計実務サポート＞ 

会計ソフト「ソリマチ会計王ＮＰＯ法人スタイル」の使い方支援 

新規導入 3団体 個別サポート 28団体 

会計ソフトを購入していただいた団体に対し、初期設定まで支援した。 

ソフト導入後の質問や相談については電話やメールで随時対応した。 

 

成果と課題 

「決算＆報告編」では、決算を控えているＮＰＯ法人の代表者や事務局長など実際に事業

報告書を作成する立場にある参加者が全体の半数を占め、費用の按分方法や「ボランティア

受入評価益」「ボランティア評価費用」の計上方法に関する様々な質問があった。既存のＮ

ＰＯ法人から、毎年決算について多くの相談が寄せられたり、正しく決算書類が作成できて

おらず所轄庁から指摘を受けたりするケースも見受けられるため、引き続き会計講座への

参加を呼びかけていきたい。また、新設法人やＮＰＯ法人の会計担当にはじめてなった人な

ど、ＮＰＯ会計初心者向けに会計の基礎を学ぶ入門講座も企画したい。 
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⑤つながろう鈴鹿ネットワーク ＜鈴鹿市委託事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

地域における市民活動の活性化は、どの地域においても大切である。東海市民社会ネット

ワークでのつながりが深い三重県地域において、地域の団体とつながることや、他地域の状

況を把握して岐阜の地域づくりに活かしていくことは、岐阜県内の市民活動を活性化して

いくことにつながる。 

 

事業の目的 『つながる』をテーマとして、参加者同士の交流を通じてまちづくり活動

の活性化のきっかけとなる事業として位置づけられている。まちづくりへ

の市民参加と団体の持続可能な活動につながる基礎力の向上を目的とした

講座を企画した。 

 

事業の概要  【第 1回】 ボランティア入門講座 

講師：新海 洋子 氏（みえ市民活動ボランティアセンター長） 

2024年 11月 16日(土)午後１時 30分から午後 4時 00分 

 

【第 2 回】 想いを企画にする 

講師：野尻智周（ぎふＮＰＯセンター事務局長） 

   笠原聡太郞（ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ運営責任者） 

2024年 12月 14日(土)午後１時 30分から午後 4時 00分 

 

【第 3 回】 団体の持続可能な運営のための資金獲得方法 

講師：野尻智周（ぎふＮＰＯセンター事務局長） 

   小池達也（ぎふＮＰＯセンター理事） 

2024年 12月 21日(土)午後１時 30分から午後 4時 00分 

 

成果と課題 

企画書の作成、資金獲得を学ぶ講座を通じて、自団体の活動を客観的に見ることを伝え多。

参加者に新しい視点を提供することで、今後の活動の展開が期待できた。 
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⑥市民活動と民主主義について考える勉強会 ＜自主事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

行政機関からの過剰な関与によって、市民の自由な活動が侵害されないよう、行政機関と

の適切な関係について考える勉強会を実施し、市民活動団体の活動環境整備を行う。 

 

事業の目的 市民活動に取り組む団体の自主的で自由な活動が侵害されないよう、事例

を通じて民主主義について考え、行政機関との適切な関係を構築していく

ことを目的として実施した。 

 

事業の概要 2024 年 10 月 2 日に判決が確定した「大垣警察市民監視意見訴訟」や「認

定ＮＰＯ法人の役員名簿が警察に提供されたままであることを不安に感じ

た新聞報道」を事例に、大垣警察市民監視意見訴訟の弁護団長である弁護

士の山田秀樹氏より、事件の概要や判決の意義を学び、市民活動の意義な

どについて、参加者及び講師で意見交換を行った。実施は会場及びオンラ

イン配信で行った。 

 

成果と課題 

2024年 10月 2日に判決が確定した「大垣警察市民監視意見訴訟」や「認定ＮＰＯ法人の

役員名簿が警察に提供されたままであることを不安に感じた新聞報道」を事例に、大垣警察

市民監視意見訴訟の弁護団長である弁護士の山田秀樹氏より、事件の概要や判決の意義を

学び、市民活動の意義などについて、参加者及び講師で意見交換を行った。実施は会場及び

オンライン配信で行った。 
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⑦専門相談・講師等派遣事業 ＜自主事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

当法人がこれまでに培ってきたノウハウや全国的なネットワークを通じて得られた情報

および知見を、岐阜県内のＮＰＯや中間支援センターに伝えていくことは、県内全体でＮＰ

Ｏ等が実施する活動を活性化していくことにつながる。 

 

事業の目的 ＮＰＯに関する理解を深めることや地域課題解決の担い手づくりなど、地

域で活躍するさまざまな主体を支援していくため、日常的に法人手続きや

会計等の専門的な相談に対応すると共に、講座等の講師を派遣する。 

 

事業の概要  ＜多治見市市民活動交流支援センター ぽると多治見 ＮＰＯ相談＞ 

相談会回数：7回 

 

＜多治見市市民活動交流支援センター ぽると多治見 ＮＰＯカフェ＞ 

2024年 9月 28日 

講師：野尻 智周 

 

＜多治見市市民活動交流支援センター ぽると多治見 

 市民活動団体交流会＞ 

2025年 1月 26日 

講師：野尻 智周 

 

＜関市社会福祉協議会 地域づくりの観点から防災を考える＞ 

2024年 8月 8日 

講師：野尻 智周 

 

＜美濃市社会福祉協議会 災害ボランティア養成講座＞ 

2024年 9月 20日 

講師：野尻 智周 

 

＜大垣市社会福祉協議会 ボランティア流会＞ 

2025年 3月 1日 

講師：野尻 智周 

 

成果と課題 

ＮＰＯやボランティアに関する理解を深める内容だけでなく、災害支援に関する内容な

ど、さまざまな依頼があった。 

 今後もＮＰＯのあるべき姿や運営支援、政策提言など、ぎふＮＰＯセンターとして蓄積し

ているさまざまな情報、ノウハウを生かしながら、ＮＰＯを取り巻く環境と関連し、内容を

充実させていきたい。 

 ぎふＮＰＯセンターのミッションや事業計画に合わせた内容で地域の担い手育成に関す

る講座講師の派遣を行っていく。 
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⑧生涯学習情報提供事業 ＜岐阜県委託事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

自身が学んだ内容を開き、交流の場を作り出す生涯学習は、地域のつながり・コミュニテ

ィ構築の一つを担っている。生涯学習団体を含むＮＰＯ等の活動を支援し、住民主体の地域

づくり活動を促進する。 

 

 

事業の目的 生涯学習情報のホームページによる情報提供を行い、市民が生涯学習への

参加の機会を作る。生涯学習団体に対しては、生涯学習の持つ「地域のつ

ながりづくり」の可能性を伝え、またＮＰＯ等との連携を通じて地域の課

題解決の取り組みを促進することを目的に実施する。 

 

 

事業の概要 岐阜県が紹介している生涯学習の指導者情報の広報、講座等を開催するた

めに講師を依頼したい団体と指導者の仲介、生涯学習団体への岐阜県の提

唱する「地域づくり型生涯学習」の紹介を行った。 

 

 

成果と課題 

ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ内にて、生涯学習に関連するチラシ等を配架し、広報を行っ

た。今後も生涯学習の情報を知る機会が提供できるよう、情報発信に取り組んでいきたい。

また、生涯学習に取り組む団体に対して、生涯学習を通じた地域づくりについても紹介して

いきたい。 
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⑨災害時専門ボランティア受け入れ推進事業 ＜岐阜県社会福祉協議会委託事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

災害という誰にも関係するキーワードを通じ、さまざまな団体が日常からつながってい

くことができる取り組みは、ＮＰＯの連帯を強め、活動の活性化を促すことができる。 

 

事業の目的 全国各地で頻発する自然災害に対し、様々な組織、機関が連携しながら、

被災した方々が一日も早く日常生活を取り戻すことを念頭に、数多くの方

たちが災害にも強い地域づくりを目指して日々の活動に取り組んでいる。 

そのような中、災害だけでなく、子育て、福祉、環境など、専門性の高い

スキルを持ったＮＰＯや市民活動団体等が、それぞれの得意性や専門性を

生かしながら災害時にも地域で支援等の活動が行えるよう、また災害時に

自分たち自身の活動をどうしていくかを考えていく必要がある。各団体や

個人の取り組みだけでなく、共通した活動分野や地域で、災害時を意識し

ながら緩やかなネットワークを形成しておくことは、災害時のみならず日

ごろからの地域づくりに寄与するものである。 

そこで、ＮＰＯや市民活動団体等が日頃から災害時対応について意識して

もらえるように、より身近で日常の活動に直接つながりそうな、避難所な

どでの避難者支援活動をテーマに「避難所」「仮設住宅や広域避難」「ささ

えあいセンター」といったフェーズや環境の違いで各回の話題提供を設け

ることで、各団体の専門性を災害時に生かすことを考える機会とすること

を目的に研修の場を設けた。また、災害時の情報共有の大切さを伝え、災

害時の「情報共有と連携」について意識を高め、研修を通じて専門性を持

ったボランティア間の顔の見える関係の構築を図ることができるように努

めた。 

 

事業の概要  

１）開催日時（形式は全て対面およびオンラインのハイブリッド形式） 

【第１回 全体会「能登半島地震の支援活動の現状」】 

日時：2025 年 1月 8日（水） 13：30～16：00  

場所：岐阜県県民ふれあい会館 406会議室 

【第２回 避難所運営の課題「女性・子ども・社会的弱者・外国人など」】 

日時：2025 年 2月 10日（月） 13：30～16：00 

場所：ハートフルスクエアーＧ クラフト室 

【第３回 みなし仮設や広域避難の詳細と課題】 

日時：2025 年 3月 13日（木） 13：30～16：00 

場所：ハートフルスクエアーＧ 中研修室 

【第４回 自主避難所や在宅避難での避難生活者の孤立】 

日時：2025 年 3月 14日（金） 13：30～16：00 

場所：ハートフルスクエアーＧ 中研修室 

 

２）研修内容 

① 趣旨説明 

② ミニ講演およびゲストからの話題提供 

③ 意見交換（会場参加者のみ） 
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④ 質疑応答 

⑤ まとめ 

 

３）参加者 

各回での参加申込者は以下の通り。ただし、オンライン参加の場合は、各回の

オンライン参加 URL は同一としたため、申し込みのないテーマに参加していた

例も見られた。 

なお、現地参加の人数には講師および話題提供者も含んでいる 

【第１回】２５人（現地参加： ７名、オンライン参加申込１８名） 

【第２回】２２人（現地参加：１０名、オンライン参加申込１２名） 

【第３回】２９人（現地参加： ８名、オンライン参加申込２１名） 

【第４回】３１人（現地参加： ８名、オンライン参加申込２３名） 

合計（延べ）現地参加：３３名、オンライン参加申込７４名、合計１０７名 

 

４）動画の配信 

オンライン配信の内容については振り返りや組織内での共有に使用してもら

えるよう、動画配信サービスを使用して視聴可能な状態とした。 

 

（２）講師および各回の話題提供 

 講師、話題提供者 

第１回 全体会 

『能登半島地震の支援活動の

現状』 

ミニ講演/コーディネーター：園崎 秀治 氏（Office Sonozaki） 

「能登半島の災害ボラセンの状況と避難所支援について」 

話題提供：神元 幸津江 氏 

（全国災害ボランティア支援団体ネットワーク｢JVOAD｣） 

「能登半島のＮＰＯや地縁団体の活動について」 

第２回 避難所運営の課題 

『女性・子ども・社会的弱者・

外国人など』 

ミニ講演/コーディネーター：園崎 秀治 氏（Office Sonozaki） 

「マイノリティな方たちの避難所生活の課題について」 

話題提供：各務 眞弓 氏（ＮＰＯ法人可児市国際交流協会） 

「在住外国人への災害時対応と、 

災害多言語支援センターについて」 

第３回  

『みなし仮設や広域避難の詳

細と課題』 

ミニ講演/コーディネーター：園崎 秀治 氏（Office Sonozaki） 

「みなし仮設や広域避難の課題について」 

話題提供：津賀 高幸 氏（ＮＰＯ法人 Mama’s Café） 

「災害時の避難所運営から、広域避難の取組みについて」 

第４回  

『自主避難所や在宅避難での

避難生活者の孤立』 

ミニ講演/コーディネーター：園崎 秀治 氏（Office Sonozaki） 

「自主避難所や在宅避難での避難生活者の実状について」 

話題提供：小野 貴規 氏（長野市社会福祉協議会） 

「“生活支援 ・ 地域ささえあいセンター”による被災者支援」 
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成果と課題 

今年度は、「岐阜県災害ボランティア連絡調整会議」の設置訓練の予定が「豪雨予報」の

ため延期となり、大きな被害とはならなかったものの被災地域があった。その他にも、岐阜

県全域を対象とした「災害中間支援組織」づくりに向けた動きも活発になりつつある中、県

内のＮＰＯや市民活動団体のつながりを強めていくことの大切さを感じることが多い１年

であった。更には豪雨、地震のみならず、山地火災への備えについても考えさせられた。災

害時のＮＰＯ等の活動についても、その必要性を改めて考える状況が続いており、本事業の

重要性を強く感じながら本事業に取り組んだ。 

 まずはＮＰＯ・ボランティアの専門性が生かされた活動が必要な場面と、そこでの活動内

容を知っていただく。そして、研修の内容は自分事として考えられるような機会となること

を目指した。それらを踏まえて、様々な避難形態や被災地での時間経過による状況変化を想

定してもらうこと、その中で必要とされる活動内容の変化や個々の被災者の状況や環境の

違いも考慮に入れてテーマ設定や講師の決定を行った。 

研修に参加した多くの方からは「個々のつながりづくりの大切さ」や「多様な組織の協力・

連携の重要性」などについての意見を伺うことができた。 

 特に会場参加者に限定し、少人数に分けて実施した意見交換では、話題提供や日頃の活動

で気付いた事柄や考えるべき点について活発に発言があり、何より意見交換の相手や周囲

の人たちのことを知ろうとするような質問が見られた。これは、今後、災害時に専門性を発

揮して支援に当たるためのネットワーク形成に大きな期待を持つことができる風景であっ

た。 

 しかしながら、既に災害支援に取り組んでいる団体を含め、研修に参加していないＮＰＯ

が多く存在することも確かである。災害時には一人、一つの団体だけでは十分な力を発揮す

ることはできない。支援に入る側も支援を受ける側も、日頃からつながっておき情報を共有

できる体制をつくっておくことが肝要である。災害支援を経験した団体からは得られた知

見を、未経験の団体からは参加するためのハードルや疑問点などを出し合える状況を創出

する必要がある。その上で、災害支援体制構築につながる緩やかなネットワークの形成にも

努め、市町村社協や自治体はもちろん、ＮＰＯ支援に携わる機関も含めた顔の見える関係づ

くりに取り組んでいく。 
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⑩災害時関連事業 ＜JVOAD 協力事業および自主事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

災害という誰にも関係するキーワードを通じ、さまざまな団体および防災人材のネット

ワークを形成していくことは、誰一人取り残されない地域づくりにつながっていく。 

 

事業の目的 様々な形で災害支援が行われている。支援について学び、また防災という

キーワードを通じて多くの団体とつながっていく。 

今年度は JVOAD が武田薬品工業からの支援を受けて実施している「災害支

援ネットワーク立ち上げ支援事業」にも協力し、ＮＰＯ支援センターや各

種テーマで活動している団体との結びつけを強めた。 

 

事業の概要 災害発生後、生活再建を進めるための取り組みの一つである災害ケースマ

ネジメントの他、さまざまな研修やネットワーク交流会等に参加した。 

災害支援ネットワーク立ち上げ支援事業では、県内各地のＮＰＯ支援セン

ターを訪問して災害対応に関する取り組みについてヒアリングを行うとと

もに、交流会も開催した。 

 

成果と課題 

2024 年１月１日に発生した能登半島を震源とする大規模な地震で関心が高まり、また南

海トラフへの注意喚起が出される中、近隣県をはじめとして他地域の団体、防災人材をつな

がることができた。 
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⑪助成金等情報提供事業（WAM助成募集説明会） ＜WAM 委託事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

ＮＰＯが助成金を獲得することは、既に実施している活動の資金になるのみならず、新た

な取り組みを促し、地域に還元されていくことにつながる。また助成金の説明会を開催する

ことで助成財団等とのつながりを深め、ノウハウや知見の蓄積につながっていく。そうした

成果をさまざまなＮＰＯに還元することは地域力の向上に結びつく。 

 

事業の目的 WAM 助成に関する説明会および個別相談会を実施することで、申請を検討

している団体が助成金に関する理解と助成団体との結びつきを深める。 

 

事業の概要 昨年度に引き続き、2025 年 1 月 15 日に、東海地域をはじめとする助成金

申請を考えている団体を対象として説明会を開催した。会場とオンライン

のハイブリッド形式で実施した。 

 

成果と課題 

助成金の説明会には 30人以上の申込みがあり、岐阜県が 3割強を占めていた。団体に向

けて助成金の紹介と申請ノウハウの紹介を行うことができた。また、6団体からの個別相談

の申込みがあり、参加者の考えている申請内容などを聞き、申請に際してのアドバイスを行

った。 

WAMの担当者とぎふＮＰＯセンターのスタッフが組んで相談対応を行うことで、助成金の

申請に対する理解度を上げることができた。また、助成先の考えを聞く機会にもなり、ぎふ

ＮＰＯセンタースタッフのスキルアップにも繋がった。 

 

 

  



Ⅰ.2024 年度事業報告 

 

 

 

37 

 

⑫岐阜県内首長選挙候補者へのアンケート ＜自主事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

首長選挙に立候補者に対して市民活動施策の考えについてアンケートを行い、首長候補

者のＮＰＯを含む住民の活動への考えを聞き、ＮＰＯ関連施策への理解を促し、自治体施策

においてＮＰＯの活動を推進するための環境整備を行う。 

 

事業の目的 岐阜県内で実施される首長選挙（県知事および市町村長選挙）の立候補予

定者に対し、市民活動への思いや課題解決に向けた市民活動団体との協働

についての考えを聴き取る質問状をお送りし、回答を公開することで、行

政、市民双方の協働のまちづくりへの意識を醸成する。 

 

事業の概要 2024年度において、岐阜県内では、下呂市、岐南町、富加町、池田町、坂

祝町、揖斐川町、恵那市、羽島市、関ケ原町、岐阜県、七宗町 (選挙日順)

の 11 自治体で首長選挙が実施された。新聞等で確認できた立候補予定者

へ質問状を送り、ぎふＮＰＯセンターのホームページで質問内容および回

答を公開した。 

 

成果と課題 

前年度と同様に 3 つの質問「市民活動団体への期待」「市民活動団体への活動支援施策」

「市民活動団体との協働関係との構築」を行った。自治体が実施している市民活動団体の支

援施策や自治体の総合計画、協働のガイドラインを参考にアンケートを作成した。 

 選挙の際に行うことで立候補予定者自身の考えを聞くことは出来ているが、現首長の取

り組みへの働きかけが弱い。選挙後の取り組みを考える必要がある。 
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⑬ ＮＰＯの活動拠点等提供事業 ＜自主事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

小規模な団体への作業環境の提供は、各団体のリソース不足を補い必要な活動に力を向

けてもらうことにつながる。必要な活動に注力することで、県内全体としてのＮＰＯの活動

活性化を促すことができる。 

 

事業の目的 多くのＮＰＯにとって共通する課題である作業環境の不足を補完する。 

 

事業の概要 ・印刷機の利用（有料） 

・紙折機の利用（無料） 

・ワークショップツール「えんたくん」貸出（有料） 

・オンライン機材貸出（有料） 

・会議スペースの提供（プラザ事業として実施） 

・PCの提供（株式会社メイラからの寄贈） 

・物品の提供（日本イベント企画からの寄贈） 

 

成果と課題 

印刷機の利用についてはのべ 14団体であった。岐阜市内には別の施設に無料で利用可能

な印刷機も用意されている（条件および制限等あり、紙は持ち込み）ことを考慮することは

必要だが、利便性の観点から今後も継続して利用の継続をしていく。 

 適度に近距離での対話を促進する円形段ボール「えんたくん」を貸し出すことで、各団体

が実施するイベントの充実に寄与した。今年度は 4件の貸し出し実績となった。 

また、コロナ禍で定着したオンライン会議等から派生し、イベントを対面およびオンライン

で実施する「ハイブリッド形式」が増えてきている。そうした場面ではある程度の機能を有

する機器が必要であるため、ぎふＮＰＯセンターが所有する機器を貸し出した。1件の貸し

出し実績となった。 

 株式会社メイラから、岐阜県社会福祉協議会に照会のあった PC寄贈に関しては、当法人

が仲介役となって関係団体から希望を募り、20 台程度の PC を団体に提供した。PC の導入

に不安を抱える団体については必要に応じてサポートした。 

日本イベント企画からは什器や食器、文具類の提供を受け、学習支援等を行う団体を中心に

希望を募って配布した（年度をまたぐ取り組みとして実施）。 

 今後もさまざまな相談機能と本事業の連携も考え合わせる、さまざまな状況にあるＮＰ

Ｏにとって必要なインキュベート機能やイベント対応について検討し、必要な支援につい

て実施していく。 
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⑭ ぎふＮＰＯセンターブックレット普及事業 ＜自主事業＞ 

 

法人ミッションとのつながり 

住民が地域の課題を自ら解決に取り組む際の法人格として「ＮＰＯ法人」を紹介し、団体

の設立支援を通して、住民自ら地域課題に取り組みを促進する。また、住民主体の社会の実

現に向けて、ぎふＮＰＯセンターの思いを発信する。 

 

事業の目的 ＮＰＯ法人に対する理解を深め、法人設立のメリット・責務を知り、読者

の望む形で地域や社会の課題との関わりが持てるようになることを目的

として、ぎふＮＰＯセンターの「ＮＰＯ」に対する思いと法人設立への知

識・経験をまとめて作成したブックレット普及する。 

 

 

事業の概要 「ＮＰＯ法人設立講座」等で使用しているブックレット「想いをかたち

に！ ＮＰＯ法人設立の手引き」を法律や制度の変更、一般社団法人の紹

介など、2021 年現在のＮＰＯ法人を含む市民活動を取り巻く状況に合わ

せて情報を更新し、2012 年に発行した第 2 版に、ぎふＮＰＯセンターが

培ってきた経験を加えて、2021 年に第 3 版を作成した。ブックレットを

使ってＮＰＯ法人の設立に関する説明を行ったり、設立に関する説明を行

った後、ＮＰＯ法人について学べる資料として活用した。 

 

成果と課題 

設立講座の資料として使っているブックレットには、ＮＰＯ法人と社団法人の違いやＮ

ＰＯ法人に関係する税金の話、設立までの手続き一覧など、ＮＰＯ法人の設立相談を受ける

中で聞かれることの多い内容についてもまとめている。講座の資料だけでなく、ＮＰＯの基

礎知識からＮＰＯ法人の設立認証申請までまとめている。現在、ブックレットは相談対応時

に使っているだけなので、設立講座を実施すると共に、ブックレットを紹介し、広報を強化

していく必要がある。 
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特定非営利活動法人 ぎふＮＰＯセンター 

Ⅱ.2024 年度 決算報告 

 自 2024 年 4 月 1 日 

 至 2025 年 3 月 31 日 
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[税込]（単位：円）

科　　目 金　額 科　　目 金　額

 【流動資産】  【流動負債】

  （現金・預金）   未　払　金 9,007,435 
   現　　　金 140,634   前　受　金 8,000 
   小口　現金 95,976   預　り　金 101,999 
   普通預金 14,046,245   未払消費税 737,600 
    現金・預金 計 14,282,855    流動負債  計 9,855,034 
  （売上債権） 負債合計 9,855,034 
   未　収　金 10,449,782 
    売上債権 計 10,449,782  【正味財産】
  （その他流動資産）   前期繰越正味財産額 17,060,436 
   前　払　金 21,073   当期正味財産増減額 456,551 
    その他流動資産  計 21,073    正味財産　計 17,516,987 
     流動資産合計 24,753,710 正味財産合計 17,516,987 
 【固定資産】
  （有形固定資産）
   什器　備品 2 
    有形固定資産  計 2 
  （投資その他の資産）
   特定預金 2,468,309 
   出　資　金 150,000 
    投資その他の資産  計 2,618,309 
     固定資産合計 2,618,311 

資産合計 27,372,021 負債及び正味財産合計 27,372,021 

正　味　財　産　の　部

貸　借　対　照　表

資　産　の　部 負　債　の　部
全事業所 2025年 3月31日 現在

特定非営利活動法人　ぎふＮＰＯセンター
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  【流動資産】

    （現金・預金）

      現　　　金 140,634 

        シンクタンク (140,634)

      小口　現金 95,976 

        センター用 (95,976)

      普通預金 14,046,245 

        ゆうちょ銀行 (82,957)

        郵便振替 (103,581)

        十六銀行　県庁支店 (13,533,177)

        十六銀行　別口１ (326,530)

        現金・預金 計 14,282,855 

    （売上債権）

      未　収　金 10,449,782 

        プラザ事業 (681,459)

        ハチドリ (85,346)

        講師派遣 (25,000)

        女性のつながりサポート事業 (7,677,403)

        美濃加茂市自治会支援 (1,633,170)

        孤独孤立対策担い手育成支援事業 (347,404)

        売上債権 計 10,449,782 

    （その他流動資産）

      前　払　金 21,073 

        プラザ (3,600)

        女性のつながりサポート (1,793)

        専門相談 (10,730)

        災害関連事業① (4,950)

        その他流動資産  計 21,073 

          流動資産合計 24,753,710 

  【固定資産】

    （有形固定資産）

      什器　備品 2 

        有形固定資産  計 2 

    （投資その他の資産）

      特定預金 2,468,309 

      出　資　金 150,000 

        momo出資金 (150,000)

        投資その他の資産  計 2,618,309 

          固定資産合計 2,618,311 

            資産の部  合計 27,372,021 

  【流動負債】

    未　払　金 9,007,435 

      事業経費 (119,667)

      管　理　費 (3,561,215)

      プラザ (184,199)

      ゆうメール (59,424)

      活動拠点 (3,403)

      女性のつながりサポート (3,684,690)

      孤独・孤立対策事業 (58,500)

      災害時専門ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ受入研修事業 (3,900)

      美濃加茂市自治会支援 (587,978)

      孤独孤立対策担い手育成支援事業 (686,750)

      ﾔﾝｸﾞｹｱﾗｰｵﾝﾗｲﾝｻﾛﾝ企画運営事業 (45,000)

      講座開催事業 (12,709)

    前　受　金 8,000 

      会　費 (8,000)

    預　り　金 101,999 

      ぎふハチドリ基金 (15,603)

      雇用保険料 (86,396)

    未払消費税 737,600 

      流動負債  計 9,855,034 

        負債の部  合計 9,855,034 

        正味財産 17,516,987 

《資産の部》

《負債の部》

特定非営利活動法人　ぎふＮＰＯセンター

財　産　目　録
[税込]（単位：円）

2025年 3月31日 現在全事業所
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【経常収益】

  【受取会費】

    正会員受取会費 140,000 

    個人賛助会員受取会費 20,000 

    団体会員受取会費 129,000 289,000 

  【受取寄付金】

    受取一般寄付金 89,593 

  【受取助成金等】

    受取委託金 32,136,641 

      プラザ運営事業 (12,281,459)

      災害時ボランティア受入研修事業 (2,000,000)

      女性のつながりサポート事業 (14,677,403)

      WAM助成金説明会 (92,492)

      美濃加茂市自治会支援業務 (1,633,170)

      災害ﾈｯﾄﾜｰｸ立ち上げ検討事業 (500,000)

      孤独孤立対策担い手育成支援事業 (777,745)

      鈴鹿ネットワーク講師派遣 (174,372)

    受取補助金 7,000,000 

      孤独・孤立対策官民連携事業 (7,000,000) 39,136,641 

  【事業収益】

    調査研究事業収益 55,000 

      調査協力費 (55,000)

    人材派遣事業収益 95,000 

      人件費 (95,000)

    講師派遣事業収益 181,000 

      講師代 (181,000)

    ブックレット普及事業収益 19,250 

      ブックレット代 (19,250)

    情報発信事業収益 22,000 

    専門相談事業収益 210,546 

      資料代 (144,000)

      講師代 (5,000)

      会計サポート代 (41,850)

      会計ソフト代収益 (18,400)

      交通費分 (1,296)

    政策提言事業収益 135,608 

      委託費 (135,608)

    活動拠点提供事業収益 71,943 

      印刷代 (53,743)

      えんたくん貸出 (7,700)

      配信機材貸出 (5,500)

      DXサポート代 (5,000) 790,347 

  【その他収益】

    受取　利息 7,556 

        経常収益  計 40,313,137 

【経常費用】

  【事業費】

    （人件費）

      給与手当(事業) 14,399,997 

      通　勤　費(事業) 530,295 

　　　法 定 福 利 費 2,413,899 

        人件費計 17,344,191 

活　動　計　算　書
[税込]（単位：円）

自 2024年 4月 1日  至 2025年 3月31日特定非営利活動法人　ぎふＮＰＯセンター
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    （その他経費）

      報償費・謝金(事業） 2,941,074 

      旅費交通費(事業) 501,938 

      通信運搬費(事業) 912,633 

      印刷製本費(事業) 330,107 

      消耗品費(事業) 930,365 

      会　場　費(事業） 119,840 

      賃  借  料(事業) 145,200 

      委　託　費(事業） 7,680,100 

      研　修　費(事業) 19,300 

      会　議　費(事業） 72,808 

      保　険　料(事業) 26,853 

      諸　会　費(事業) 33,000 

      租税　公課(事業) 1,489,300 

        消費税 (1,448,300)

        印紙代等 (41,000)

      支払補助金 5,172,035 

        その他経費計 20,374,553 

          事業費  計 37,718,744 

  【管理費】

    （人件費）

      職員給与 610,758 

      通　勤　費 7,396 

      法定福利費 46,840 

      福利厚生費 43,041 

        人件費計 708,035 

    （その他経費）

      報償費・謝金 371,050 

      役員報酬 50,000 

      旅費交通費 79,763 

      通　信　費 125,874 

      賃　借　料 411,329 

      事務所管理費 1,363 

      事務所消耗品費 2,519 

      租税　公課 0 

      会　議　費 5,730 

      印　刷　費 29,732 

      渉　外　費 90,180 

        他団体会費 (38,000)

        野村さんを偲ぶ会 (52,180)

      雑　　　費 3,892 

      諸　会　費 1,375 

      リース　料 114,000 

        複合機 (114,000)

        その他経費計 1,286,807 

          管理費  計 1,994,842 

            経常費用  計 39,713,586 

              当期経常増減額 599,551 

【経常外収益】

    経常外収益  計 0 

【経常外費用】

    経常外費用  計 0 

        税引前当期正味財産増減額 599,551 

        法人税、住民税及び事業税 143,000 

          当期正味財産増減額 456,551 

          前期繰越正味財産額 17,060,436 

          次期繰越正味財産額 17,516,987 

活　動　計　算　書
[税込]（単位：円）

自 2024年 4月 1日  至 2025年 3月31日特定非営利活動法人　ぎふＮＰＯセンター
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提
供

事
業

（
人
件
費
）

 
 
給
与
手
当

3
2
,
1
6
9

5
0
0
,
4
4
6

1
6
9
,
3
1
0

4
5
3
,
0
2
4

1
8
0
,
0
0
0

6
0
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0

0
2
4
,
3
6
1

1
4
,
3
9
9
,
9
9
7

6
1
0
,
7
5
8

1
5
,
0
1
0
,
7
5
5

 
 
通
　
勤
　
費

1
,
8
2
0

2
8
,
3
0
8

9
,
5
7
7

3
1
,
2
8
2

0
0

0
0

1
,
3
7
8

5
3
0
,
2
9
5

7
,
3
9
6

5
3
7
,
6
9
1

 
 
法
定
福
利
費

1
1
,
5
2
3

1
7
9
,
2
6
9

6
0
,
6
5
0

1
9
8
,
1
0
3

0
0

0
0

8
,
7
2
7

2
,
4
1
3
,
8
9
9

4
6
,
8
4
0

2
,
4
6
0
,
7
3
9

　
福
利
厚
生
費

0
4
3
,
0
4
1

4
3
,
0
4
1

 
 
 
 
人
件
費
計

4
5
,
5
1
2

7
0
8
,
0
2
3

2
3
9
,
5
3
7

6
8
2
,
4
0
9

1
8
0
,
0
0
0

6
0
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0

0
3
4
,
4
6
6

1
7
,
3
4
4
,
1
9
1

7
0
8
,
0
3
5

1
8
,
0
5
2
,
2
2
6

（
そ
の
他
経
費
）

 
 
報
償
費
・
謝
金

1
2
0
,
0
0
0

7
7
1
,
2
0
0

6
1
,
2
0
0

2
,
9
4
1
,
0
7
4

3
7
1
,
0
5
0

3
,
3
1
2
,
1
2
4

　
役
員
報
酬

0
5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

 
 
旅
費
交
通
費

9
2
,
4
5
0

1
8
,
7
5
5

7
1
,
1
0
6

1
1
,
5
4
4

3
,
6
1
2

5
0
1
,
9
3
8

7
9
,
7
6
3

5
8
1
,
7
0
1

 
 
通
信
運
搬
費

6
2
,
7
6
8

2
,
3
9
0

3
,
5
2
8

9
1
2
,
6
3
3

1
2
5
,
8
7
4

1
,
0
3
8
,
5
0
7

 
 
印
刷
製
本
費

5
,
1
8
0

4
7
,
6
3
3

3
3
0
,
1
0
7

3
3
0
,
1
0
7

　
印
　
刷
　
費

0
2
9
,
7
3
2

2
9
,
7
3
2

 
 
消
耗
品
費

4
9
,
2
8
2

5
,
6
0
0

2
0
,
9
0
0

9
3
0
,
3
6
5

9
3
0
,
3
6
5

 
 
会
　
場
　
費

1
1
,
5
2
0

5
,
2
3
0

2
,
0
9
0

1
1
9
,
8
4
0

1
1
9
,
8
4
0

 
 
賃
 
 
借
 
 
料

1
4
5
,
2
0
0

4
1
1
,
3
2
9

5
5
6
,
5
2
9

　
事
務
所
管
理
費

0
1
,
3
6
3

1
,
3
6
3

　
事
務
所
消
耗
品
費

0
2
,
5
1
9

2
,
5
1
9

　
リ
ー
ス
料

0
1
1
4
,
0
0
0

1
1
4
,
0
0
0

 
 
広
　
報
　
費

0
0

 
 
委
　
託
　
費

5
2
2
,
1
0
0

7
,
6
8
0
,
1
0
0

7
,
6
8
0
,
1
0
0

 
 
研
　
修
　
費

4
,
3
0
0

1
9
,
3
0
0

1
9
,
3
0
0

 
 
会
　
議
　
費

2
0
,
2
2
0

1
,
7
4
0

2
,
2
3
0

7
2
,
8
0
8

5
,
7
3
0

7
8
,
5
3
8

 
 
車
　
両
　
費

0
0

 
 
燃
　
料
　
費

0
0

 
 
水
道
光
熱
費

0
0

 
 
保
　
険
　
料

2
6
,
8
5
3

2
6
,
8
5
3

　
渉
　
外
　
費

0
9
0
,
1
8
0

9
0
,
1
8
0

 
 
支
払
手
数
料

0
0

 
 
支
払
補
助
金

5
,
1
7
2
,
0
3
5

5
,
1
7
2
,
0
3
5

　
雑
　
費

0
3
,
8
9
2

3
,
8
9
2

 
 
諸
　
会
　
費

3
3
,
0
0
0

1
,
3
7
5

3
4
,
3
7
5

 
 
租
税
公
課
　
印
紙
代

4
0
0

4
1
,
0
0
0

4
1
,
0
0
0

　
　
　
　
　
　
法
人
税

0
0

0

　
　
　
　
　
　
消
費
税

1
,
4
4
8
,
3
0
0

1
,
4
4
8
,
3
0
0

　
　

　
　

　
　

均
等

割
等

0
0

0

 
 
 
 
そ
の
他
経
費
計

0
8
8
7
,
8
2
0

2
5
,
7
2
5

8
5
2
,
7
8
6

0
0

3
,
5
2
8

7
4
,
9
7
4

7
2
,
1
4
5

2
0
,
3
7
4
,
5
5
3

1
,
2
8
6
,
8
0
7

2
1
,
6
6
1
,
3
6
0

経
常

費
用

合
計

4
5
,
5
1
2

1
,
5
9
5
,
8
4
3

2
6
5
,
2
6
2

1
,
5
3
5
,
1
9
5

1
8
0
,
0
0
0

6
0
,
0
0
0

3
3
,
5
2
8

7
4
,
9
7
4

1
0
6
,
6
1
1

3
7
,
7
1
8
,
7
4
4

1
,
9
9
4
,
8
4
2

3
9
,
7
1
3
,
5
8
6

2
0
2
4
年

度
事

業
の

費
用

内
訳

（
別

紙
）

⑧
地

域
資

源
を

有
効

に
活

用
す

る
事

業

事
業

部
門

管
理

部
門

合
計
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【重要な会計方針】
　財務諸表の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年７月20日　2017年12月12日最終改正　ＮＰＯ法人
会計基準協議会）によっています。

(1).棚卸資産の評価基準及び評価方法
　棚卸については、該当資産がない事から評価しません。
(2).固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産については、定率法で償却します。
　無形固定資産については償却をしません。
(３).消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税込み方式で行い、税額の計算は本則主義によっています。
【事業費の内訳】
　事業費の区分は別紙の通りです。
【固定資産の増減内訳】

[税込]（単位：円）

科目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

什器備品(エアコン） 100,000 0 0 100,000 99,999 1

什器備品(紙折り機） 210,000 0 0 210,000 209,999 1

合計 310,000 0 0 310,000 309,998 2

【使途等が制約された資産の内訳】

[税込]（単位：円）

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

 特定預金 2,467,963 346 0 2,468,309

当法人の正味財産は17,516,987円ですが、このうち2,468,309円は目的が決まっていますので、使途が制約されて
いない正味財産は15,048,678円です。

財務諸表の注記
特定非営利活動法人　ぎふＮＰＯセンター 2025年 3月31日 現在

備考
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特定非営利活動法人 ぎふＮＰＯセンター 

Ⅲ.２０２５年度 事業計画 
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１．通常総会  開催日時： 2025年 6月 1日(日) 

会  場： OKBふれあい会館 405会議室 

 

２．理事会      月 1回開催 

 

３．役員・フェロー 理事  市來 圭（理事長） 

(五十音順)   北村 隆幸、椙浦 良子（副理事長） 

浅野 芳治、有田 朗、笠原 聡太郎、神田 浩史 

小池 達也、中川 健史、野尻 智周、原 美智子 

山田 朋子 

   監事  各務 克郎 

 

４．事務局体制 常勤役員  笠原 聡太郎、野尻 智周 

(五十音順) 常勤職員  池戸 美子、齋藤 雅治 

非常勤職員 橋口 紗那恵 

 

【業務時間】  ①ぎふＮＰＯセンター事務局 

         平日 9：00～18：00 (土日祝・年末年始 閉所) 

        ②ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ 

         9：00～18：00(年末年始・OKBふれあい会館休館日 閉所) 

 

 

５．情報発信 

・ 助成金情報およびイベント情報等に関する情報提供 

対象：当センター会員、県内ＮＰＯ、その他情報提供希望者、等 

内容：法人運営に関する重要な情報、イベント情報、助成金情報、等 

頻度：随時 

 

・ ぎふＮＰＯセンター ホームページ  

http://gifu-ＮＰＯcenter.org/ 

 

・ ぎふＮＰＯセンター フェイスブック 

    https://www.facebook.com/gifu.np 

  

1.ぎふＮＰＯセンターの 2025 年度運営に関する計画 
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（１）2025 年度(2025 年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日)事業計画 

分類 実施事業 事業内容 

（
１
）
地
域
再
生
と
自
立
（
自
律
・
自
率
）、
よ
り
広
い
社
会
と
の
連
携 

１
）
社
会
包
摂
関
連
事
業 

①社会包摂関連提案事業 

誰一人取り残さない地域つくりに向け、さまざまな機

関、団体と連携していくための提案を行っていく。（特

記すべき事業別記ⅰおよびⅱ） 

②岐阜県女性のつながりサ
ポート支援事業 

生理の貧困など、さまざまな困難を抱える女性に対し

生理用品の配布、相談窓口の開設、居場所の提供、訪問

支援等を行う。 

③岐阜県孤独・孤立対策官 
民連携事業 

岐阜県内で孤独・孤立対策に取り組む団体に呼びかけ

を行い、各団体が行う取り組みに対して補助を行う。

（特記すべき事業別記ⅰ） 

④孤独・孤立対策担い手育
成支援事業 

孤独・孤⽴対策を推進するため、複数地域の中間支援組

織と連携してＮＰＯの活動強化と中間⽀援組織を強化

する。 

⑤ヤングケアラーオンライ
ンサロン企画・運営業務委
託 

気軽に悩みや不安を打ち明け、経験を共有する場の提

供や、当事者や元当事者、支援者等の交流、現状把握し、

適切な支援を考える。（提案中） 

２
）
よ
り
広
い
社
会
と
の
協
働･

連
携 

①ＮＰＯ法人ぎふハチドリ

基金運営支援事業 

市民ファンドの運営を人的に支援する。 

※②の活動にもまたがる！（特記すべき事業別ⅲ） 

②「子ども・若者支援ネッ

トワーク岐阜」事業運営業

務 

困難を有する子ども・若者とその家族を包括的に支援

する地域ネットワークによる定例会議の開催 

③ぎふ学生ボランティア情

報提供事業 

県内の学生、生徒へのボランティア・地域活動等の情報

発信 

④岐阜県ファミリー・サポー

ト・センター等広域推進連絡

会議運営事業  

ファミサポ運営団体及び行政の情報・意見交換のため

の会議運営 

⑤美濃加茂市自治会のあり

方検討会議推進事業 

美濃加茂市内の主に自治会役員を対象に、自治会の役

割やあり方を考える検討会を実施する 

⑥岐阜市ゼロカーボン市民 
懇談会 

ゼロカーボンシティを目指す岐阜市の取り組みに関

し、市民意識の醸成に協力する 

⑦政策提言事業 

ＮＰＯがより活動しやすい環境づくりに資するための

政策提言等の実施 

※②の活動にもまたがる！（特記すべき事業別ⅱ） 

2.ぎふＮＰＯセンターの 2025 年度事業に関する計画 
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（
２
）
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
活
動
環
境
整
備
と
後
方
支
援
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
セ
ク
タ
ー
の
成
長 

①ぎふＮＰＯ・生涯学習プラ

ザ事業 

a）ＮＰＯの設立・運営に関する相談対応、ボランティ

ア等のマッチング、情報提供、イベント開催等 

b）「ＮＰＯの組織基盤強化」のための調査、セミナー(専

門家によるレクチャー等意見交換 )等の実施   

（特記すべき事業別記ⅳ） 

②調査・研究・提案事業 

a）県内ＮＰＯ法人の財政分析及び経年変化の分析等を

実施する。 

b）県内市町村の協働への取り組み状況について調査を

行う。 

c）市町村の中間支援機能があるところへのノウハウ提

供と協働の提案を行う。 

d）市町村にＮＰＯ等や市民活動団体等を応援する部署

がない場合、その必要性と守値の掘り起こし等を実

施する。 

e）コロナ禍がＮＰＯやその活動および活動の先にいる

人々や状況に与える影響を調査、分析し、必要な事

柄について検討する。 

③講座開催事業-人材育成・ 

ＮＰＯ法人設立運営・会計

講座- 

自治体職員向け講座、ＮＰＯ人材育成講座、ＮＰＯ法人

設立講座、ＮＰＯ法人運営講座、会計しっかりマスター

講座、会計実務サポート議員向け勉強会を企画・実施す

る。  （特記すべき事業別記ⅴ） 

④専門相談・講師等派遣事業 講師、相談員等の派遣 

⑤生涯学習情報提供事業 
課題解決型生涯学習団体の情報を提供することで、地

域づくりに資する。 

⑥災害時専門ボランティア

受け入れ推進事業 

災害時にも発揮できる地域力の醸成を目指す。また災

害支援に関してＮＰＯを含めた支援体制の構築等につ

いて検討する。 （特記すべき事業別記ⅱ） 

⑦災害支援ネットワーク立

ち上げ検討事業 

全国域の団体と協力しながら災害支援のネットワーク

構築を進める。災害支援関係者の日常からの顔の見え

る関係を構築し、支援および受援体制を整備する。災害

時に必要な機能についても検討する。（5 月まで） 

⑧官民連携による被災者支

援体制整備モデル事業 

県域の災害中間支援組織設置に向けた各種事業を行

う。 

⑨災害関連事業 
災害対策、発災時の対応や連携などを円滑に行うため

に様々な取り組みを行う。 

⑩岐阜県内首長選挙候補者

へのアンケート 

岐阜県内で実施される知事および市町村長選挙に際し

て立候補者に市民活動支援および協働に関するアンケ

ートを行い、回答を公開する。 

⑪ＮＰＯの活動拠点の提供

事業 

ＮＰＯに不足している、インキュベート機能を補完す

る。 

⑫協働のガイドラインの推

進 

岐阜県が定める『ＮＰＯと行政の協働を進めるための

協働事業推進ガイドライン』に基づき、協働事業を提案

して協働事例を蓄積する。 

⑬中間支援センター人材育

成事業 

岐阜県内市町村で運営されているＮＰＯ支援センター

職員を受け入れ、相互に学び合い県全体でＮＰＯ支援

力アップを目指す。 
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⑭ぎふＮＰＯセンター組織

基盤強化 

ホームページの改定をはじめとして情報発信力を強化

し、新たな連携を模索して財政基盤も含めて組織基盤

の強化を目指す。 

⑮ぎふＮＰＯセンターブッ

クレット普及事業 

設立講座等に用いてきたブックレットについて、ＮＰ

Ｏセクターの現在的視点を盛り込んだ改訂版として作

成する。 

 

 

 

（２）2025 年度の特記すべき事業 

ⅰ）社会包摂関連提案事業 

 

事業の方向性  各種ネットワークのハブ機能を担いうる団体として、社会包摂に関

する取り組みにおいて当法人が果たす役割は大きいと考えている。

地域づくりではさまざまな地域、団体との連絡・連携が不可欠であ

り、「つなぐ役割」「伝える役割」などを果たしながら、多くの主体と

共に歩み「誰一人取り残さない地域づくり」の更なる推進に努めてい

きたい。 

 

ⅱ）政策提言事業 

 

事業の目的   本事業は、よりよい地域社会づくり実現に向け、広く多機関と連携し

ていくための環境を整え、さまざまな機会を通じてＮＰＯの意思や

考え方を伝え、各種政策と結びつけること、またより多くのＮＰＯな

どが政策提言に参画していけるようにすることを目的とする。 

事業の概要   ①伊勢志摩市民サミット後継組織としての「東海市民社会ネットワ

ーク」に参画して、｢地域つくり｣に寄与する情報の収集･分析･政策

提言等を図る。2025年度は 2024年度に引き続いて東海市民社会ネ

ットワークの事務局機能を担う。 

 

②生活困窮者自立支援法の改定を受け、各地で実践されている事例

に学び、各種団体等と連携しながら担当部局へ政策提言を行う。ま

た多機関が協働しうるネットワーク構築にも寄与していく。 

 

③ＮＰＯの主務機関が岐阜県から権限委譲で市町村に移っていく状

況下で、その指導・監督方針を、市町村行政と協議し、ＮＰＯ等の

活動環境改善に向けて政策提言していく。 

 

④中間支援センターが各地に存在し、地域に根ざした活動を支援す

ることは地域つくりには欠かせない。ＮＰＯへの支援のみならず、

地縁団体に対するサポートも充実させることで、様々な主体が連携

してよりよい地域活動を展開していく環境づくりを目指す。【成果

目標】行政の担当者が交流する機会を今年度中に設け、3自治体で

の事業検討を目指す。 
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⑤昨今の災害多発状況に鑑み、災害にも強い地域つくりを目指し、災

害ボランティア・ボランティアコーディネート・ボランティアセン

ター等のあるべき姿を市民と共に描き、地域つくり実現プロセスを

も共有していく。 

【成果目標】各ＮＰＯが災害時に果たし得る役割を認識できている

状態を目指し、災害支援ネットワークにおいて中間支援の役割を果

たしていく。 

 

⑥岐阜県内で実施される首長選挙（県知事および市町村長選挙）立候

補予定者に対し、市民活動への思いや課題解決に向けた市民活動団

体との協働についての考えを聴き取る質問状をお送りし、行政、市

民双方の協働のまちづくりのへの意識を醸成する。 

 

ⅲ）「ＮＰＯ法人ぎふハチドリ基金」運営支援事業 

 

事業の目的   2018 年 2 月に法人として新たな一歩を踏み出した「ぎふハチドリ基

金」は、2020 年 3 月に税制優遇が受けられる｢認定ＮＰＯ法人｣にな

った。今後も組織としての安定を目指し、主に人的支援等の運営支援

を行う。 

事業の概要   （１）｢認定ＮＰＯ法人｣に対する組織支援 

・法人運営基盤の強化を図る。 

・定期的に岐阜県ＮＰＯ担当課との協議を図る。 

（２）周知広報ツールの構築と更新 

・リーフレット等を活用し、取り組みを広く周知する。 

（３）事務局運営 

・理事会の開催 

・助成事業実施団体への連絡業務等 

・助成事業の広報活動 

・寄付募集のためのイベント、広報、啓発活動 

・次年度助成事業募集および審査委員会運営 など 

 

ⅳ）ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ事業 

 

事業の目的   ＮＰＯ等市民活動団体の設立及び運営を支援すると共に、ＮＰＯと

地縁組織や企業、行政等との連携を深める事業を行い、住民主体の地

域づくりに寄与することを目的とする。 

事業の概要   ＮＰＯ法人の設立や法務局での登記、定款変更、会計・労務など運営

に関する相談等に対応する。また、プラザ内に市民活動に関するイベ

ントのチラシや会報誌、助成金情報などを配架する。ボランティアを

始めたい人やＮＰＯと関わりたい人の相談に対応し、団体の紹介な

どを行う。 
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ⅴ）講座開催事業-人材育成・ＮＰＯ法人設立運営・会計講座- 

 

事業の目的   従来開催してきたような講座事業の目的に加え、ＮＰＯやＮＰＯ法

の趣旨、協働ガイドラインについて学び合う講座を行い、協働のガイ

ドラインに基づいた協働協議の場づくりに寄与すること、またＮＰ

Ｏの運営力を高めていく。また議員向け勉強会はお互いの取り組み

を学ぶ場としても位置付け、議会、ＮＰＯ双方が連携して協働のまち

づくりを進めることを目的とする。 

事業の概要   ※ＮＰＯ法人設立講座や運営講座の概要は報告を参照。 

自治体のＮＰＯ法人担当部署や市民活動関係部署の行政職員に向け

て、協働による地域づくりを念頭にＮＰＯ等の市民活動や協働のガ

イドラインに基づいた協働の理念などを伝える講座を開催する。ま

た、ＮＰＯの組織運営を円滑に行っていくための運営講座、会計講座

等を開催する。｢ＮＰＯの会計基準｣の普及率を上げ、ＮＰＯ活動への

理解促進や協働の可能性を上げられるような講座の開催に努める。 

議員向け勉強会は本格的な実施に向けて検討および試行を重ねてい

く。 

 

 

 上記「特記すべき事業」をはじめとする各事業に注力するほか、地域つくりを進めるため、

自主事業の創出、助成金、委託事業等の獲得に向けて積極的に取り組んでいく。
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特定非営利活動法人 ぎふＮＰＯセンター 

Ⅳ.2025 年度 活動予算 

 自 2025 年 4 月 1 日 

 至 2026 年 3 月 31 日 

 

 

 

  



Ⅳ.2025 年度予算 

 

 

58 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：円）

特定非営利活動法人　ぎふＮＰＯセンター

2024年度決算
【経常収益】

  【受取会費】

    正会員受取会費 140,000 220,000

    個人賛助会員受取会費 20,000 30,000

    団体会員受取会費 129,000 150,000

289,000 400,000 

  【受取寄付金】

    受取一般寄付金 89,593 150,000 150,000 

  【受取助成金等】

    受取助成金 0 0

    受取委託金 32,136,641 28,318,016

    受取補助金 7,000,000 8,500,000

39,136,641 36,818,016
  【事業収益】

    講師派遣事業他事業収益 790,347 790,000 790,000
  【その他収益】

    受取　利息 7,556 5,000 5,000 

　　雑　収　益 0

        経常収益  計 40,313,137 38,163,016
【経常費用】

  【事業費】

    （人件費）

      給与手当 14,399,997 15,448,750

      雑給 0 0

      通　勤　費 530,295 564,305

      法定福利費 2,413,899 1,888,658

      福利厚生費 0 0

        人件費計 17,344,191 17,901,713
    （その他経費）

      報償費・謝金 2,941,074 3,569,000

      旅費交通費 501,938 906,272

　　　委　託　費 7,680,100 5,280,000

      通信運搬費 912,633 925,209

      印刷製本費 330,107 565,210

      消 耗 品 費 930,365 720,000

      会　場　費 119,840 159,740

　　　賃借料・リース料 145,200 0

      研　修　費 19,300 20,000

      会　議　費 72,808 198,908

　　　事 務 所 費 0 150,000

      保　険　料 26,853 30,000

      諸会費・渉外費 33,000 0

      租税　公課 1,448,300 1,701,697

      租税公課(印紙代) 41,000 30,000

      支払補助金 5,172,035 5,000,000

        その他経費計 20,374,553 19,256,036
          事業費  計 37,718,744 37,157,749 

活　動　予　算　書  

2025年度予算案

自 2025年 4月 1日  至 2026年３月31日
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  【管理費】

    （人件費）

      職員給与 610,758 459,606

      通　勤　費 7,396 22,704

      法定福利費 46,840 69,141

      福利厚生費 43,041 50,000

        人件費計 708,035 601,451
    （その他経費）

      報償費・謝金 371,050 120,000

　　　役員報酬 50,000

      旅費交通費 79,763 80,000

      通　信　費 125,874 80,000

      事務所管理費 1,363 35,000

　　　賃借料・リース料 525,329 140,000

      事務所消耗品費 2,519 100,000

      租税　公課 73,200

      会　議　費 5,730 5,633

      印　刷　費 29,732 10,795

      渉　外　費 90,180 38,000

　　　諸　会費 1,375 7,365

　　　支払手数料 0

      雑　　　費 3,892 1,080

        その他経費計 1,286,807 691,073
          管理費  計 1,994,842 1,292,524 

            経常費用  計 39,713,586 38,450,273
              当期経常増減額 599,551 △ 287,257
【経常外収益】

    経常外収益  計 0 0
【経常外費用】

  固定資産除却損 0 0
  寄付金 0 0
    経常外費用  計 0 0

        税引前当期正味財産増減額 599,551 0 △ 287,257
          当期正味財産増減額 456,551 0 △ 287,257
          前期繰越正味財産額 17,060,436 17,516,987
          次期繰越正味財産額 17,516,987 17,229,730
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設立の趣旨と経緯 

現在、世界はグローバル化の波に象徴される経済構造一元化への動きと、その影響下での

地域格差の拡大が進んでいます。それは、富の地域間での不均衡、また地域内での不均衡を

生み出し、それに伴う環境の劣化も驚異的速度で進行しています。そのため、持続可能な開

発、持続可能な社会の希求と模索は焦眉の急となっています。日本国内でも、大都市への人

口集中、農村部の過疎化、そして全般的な少子高齢化現象のなかで、地域コミュニティーが

急速に消失しつつあります。これは、ある意味で日本の歴史上未曾有の危機であるといえま

す。 

このような状況下で、地域コミュニティーを再生し、持続可能な社会の実現を図るための

新たなパラダイムの構築と、その担い手の重要な構成要素であるＮＰＯの育成、発展は、私

たちが果たさねばならない最優先の課題です。 

特定非営利活動法人ぎふＮＰＯセンターは、以上のような現状認識の基に、岐阜県域を中

心とする日本の地域社会の中で、以下を目的とします。すなわち： 

①地域社会の住民が地域の課題を自ら解決し、地域を超えたより広い社会との連携に積極

的に取り組むこと、また、 

②そのような住民主体の社会を実現するため、ＮＰＯを含む住民の自発的活動を支援し、促

進すること。 

以上の目的は、すなわち、ＮＰＯを組織し活動する不特定多数の市民、また、ボランティア

として社会貢献活動を行う不特定多数の市民、さらにはそのような活動の対象となる不特

定多数の市民に対する利益に寄与するものです。 

 特定非営利活動法人ぎふＮＰＯセンターは、この目的実現のため、既に 3年の活動実績を

有していますが、社会に対しての説明責任と透明性をより充実させるために法人格を取得

するに至りました。 

 

◆法人申請に至るまでの経緯  

 2000年 10月 1日 任意団体「ぎふＮＰＯセンター」設立 

2000年度 運営委員会 27回開催 

 2001年 10月 6日 2001年度総会開催  2001年度 理事会  13回開催 

 2002年 7月 14日 2002年度総会開催   2002年度 理事会  15回開催 

 2003年 7月 3日 特定非営利活動法人ぎふＮＰＯセンター設立発起人会開催 

 2003年 7月 26日 2002年度決算総会開催 

 2003年 7月 26日 特定非営利活動法人ぎふＮＰＯセンター設立総会開催 
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第1章 総則 

（名 称） 

第１条 この法人は、特定非営利活動法人 ぎふＮＰＯ

センターという。（以下「法人」という。） 

 

（事務所） 

第２条 この法人は、主たる事務所を岐阜県岐阜市内

に置く。 

 

第２章 目的および事業 
（目 的） 

第３条 この法人は、地域社会の住民が地域の課題

を自ら解決し、地域を超えたより広い社会との連携に積

極的に取り組むこと、また、そのような住民主体の社会

を実現するため、ＮＰＯを含む住民の自発的活動を支

援し、促進することを目的とする。 

 

（特定非営利活動の種類） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次

に掲げる種類の特定非営利活動を行う。 

１ 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

２ 社会教育の推進を図る活動 

３ まちづくりの推進を図る活動 

４ 観光の振興を図る活動 

５ 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 

６ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

７ 環境の保全を図る活動 

８ 災害救援活動 

９ 地域安全活動 

10 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

11 国際協力の活動 

12 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

13 子どもの健全育成を図る活動 

14 情報化社会の発展を図る活動 

15 科学技術の振興を図る活動 

16 経済活動の活性化を図る活動 

17 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活

動 

18 消費者の保護を図る活動 

19 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に

関する連絡、助言又は援助の活動 

 

（事 業） 

第５条 この法人は、第３条の目的を達成するため、

次の事業を行う。 

(1)特定非営利活動に係る事業 

①第4条に述べた特定非営利活動に係る調査・研究事

業 

②第４条に述べた特定非営利活動に係る人材育成・研

修事業 

③第４条に述べた特定非営利活動に係る啓発・広報事

業 

④第４条に述べた特定非営利活動に係る相談・助言･提

言事業 

⑤職業紹介に係る事業 

⑥成年後見に係る事業 

⑦社会的包摂推進に係る事業 

⑧地域資源を有効に利活用する事業 

⑨そのほか、この法人の目的を達成するために必要

な①から⑧までの事業に付帯する事業 

 

第３章 会員 
（種 別） 

第６条 この法人の会員は、次の3種とし、正会員を

もって特定非営利活動促進法（以下「法」という。）上の社

員とする。 

(1)正会員 

この法人の目的に賛同し、運営に参画する個人 

(2)団体会員 

この法人の目的に賛同し、共に活動する団体 

(3)賛助会員 

この法人の目的に賛同し、支援する個人、企業、行政

など 

 

（入 会） 

第７条 会員として入会しようとするものは、理事長が

別に定める入会申込書により、 理事長に申し込むもの

とし、理事長は、正当な理由がない限り、入会を認めな

ければならない。 

２ 理事長は、前項のものの入会を認めないときは、

速やかに、理由を付した書面をもって本人にその旨を

通知しなければならない。 

 

（会 費） 

第８条 会員は、理事会において別に定める会費を

納入しなければならない。 

 

（会員の資格の喪失） 

第９条 会員が次の各号の一に該当するに至ったと

きは、その資格を喪失する。 

(1) 退会届の提出をしたとき 

(2) 本人が死亡したとき、または賛助会員である団体な

どが消滅したとき 

(3) 継続して2年以上会費を滞納したとき 

(4) 除名されたとき 

 

（退 会） 

第 10 条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事

長に提出して、任意に退会することができる。 
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（除 名） 

第 11 条 会員が次の各号の一に該当するに至った

ときは、理事会の議決により、これを除名することがで

きる。この場合、その会員に対し、議決の前に弁明の

機会を与えなければならない。 

(1) この定款、この法人の諸規定、および総会、理事会

で決定した事項などに違反したとき。 

(2) この法人の名誉を傷つけ、または目的に反する行

為をしたとき。 

 

（拠出金品の不返還） 

第 12 条 既納の会費およびそのほかの拠出金品

は、返還しない。 

 

第４章 役員 
（種別および定数） 

第 13 条 この法人に次の役員を置く。 

(1) 理 事 3人以上15人以内 

(2) 監 事 1人以上4人以内 

２ 理事のうち、１人を理事長とし、副理事長、専務理

事、常務理事は必要に応じて置くことができる。 

 

（選任など） 

第 14 条 理事および監事は、総会において選任す

る。 

２ 理事長および副理事長、専務理事、常務理事は、

理事の互選とする。 

３ 役員のうちには、それぞれの役員について、その

配偶者もしくは３親等以内の親族が1人を超えて含ま

れ、または当該役員ならびにその配偶者および3親

等以内の親族が役員の総数の３分の１を超えて含まれ

ることになってはならない。 

４ 監事は、理事またはこの法人の職員を兼ねること

ができない。 

 

（職 務） 

第 15 条 理事全員は、この法人を代表し、理事長は

法人の業務を総理する。 

２ 副理事長は、理事長を補佐する。 

３ 専務理事は、理事長および副理事長を補佐し、日

常の業務を処理する。 

４ 常務理事は、理事会の議決に基づいて、日常の業

務を処理する。 

５ 理事は、理事会を構成し、この定款の定めおよび

理事会の議決に基づき、この法人の業務を執行し、理

事長に事故あるとき、または理事長が欠けたときは、理

事長があらかじめ指名した順序によって、その職務を

代行する。 

６ 監事は、次に掲げる職務を行う。 

(1) 理事の業務執行の状況を監査すること。 

(2) この法人の財産の状況を監査すること。 

(3) 前2号の規定による監査の結果、この法人の業務

または財産に関し不正の行為または法令もしくは定款

に違反する重大な事実があることを発見した場合に

は、これを総会または所轄庁に報告すること。 

(4) 前号の報告をするため必要がある場合には、総会

を招集すること。 

(5) 理事の業務執行の状況またはこの法人の財産の状

況について、理事に意見を述べ、もしくは理事会の招

集を請求すること。 

 

（任期など） 

第 16 条 役員の任期は、2年とする。ただし、再任を

妨げない。 

２ 補欠のため、または増員によって就任した役員の

任期は、それぞれの前任者または現任者の任期の残

存期間とする。 

３ 役員は、辞任または任期満了後においても、後任者

が就任するまでは、その職務を行わなければならな

い。 

４ 第1項の規定にかかわらず、後任の役員が選任さ

れていない場合には、任期の末日後最初の総会が終

結するまではその任期を伸長する。 

５ 第1項の規定にかかわらず、任期満了前

に、就任後2事業年度が終了した後の総会に

おいて後任の役員が選任された場合には、当

該総会が終結するまでを任期とする。 

 

（欠員補充） 

第 17 条 理事または監事のうち、その定数の3分の

1を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補充しな

ければならない。 

 

（解 任） 

第 18 条 役員が次の各号の一に該当するに至った

ときは、総会の議決により、これを解任することができ

る。この場合、その役員に対し、議決する前に弁明の

機会を与えなければならない。 

(1) 心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認め

られるとき。 

(2) 職務上の義務違反そのほか役員としてふさわしくな

い行為があったとき。 

 

（報酬など） 

第 19 条 役員は、その総数の3分の1以下の範囲

内で報酬を受けることができる。 

２ 役員には、その職務を執行するために要した費用

を弁償することができる。 

３ 前2項に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、

理事長が別に定める。 

 

第５章 総会 

（種 別） 

第 20 条 この法人の総会は、通常総会および臨時
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総会の2種とする。 

 

（構 成） 

第 21 条 総会は、正会員をもって構成する。 

 

（権 能） 

第 22 条 総会は、次の事項について議決する。 

(1) 定款の変更 

(2) 解散 

(3) 合併 

(4) 役員の選任または解任 

(5) そのほか運営に関する重要事項 

 

（開 催） 

第 23 条 通常総会は、毎事業年度１回開催する。 

２ 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催

する。 

(1) 理事会が必要と認め招集の請求をしたとき。 

(2) 正会員総数の2分の1以上から会議の目的である

事項を記載した書面または電磁的方法をもって招集の

請求があったとき。 

(3) 第15条第6項第4号の規定により、監事から招集

があったとき。 

 

（招 集） 

第 24 条 総会は、前条第2項第3号の場合を除き、

理事長が招集する。 

２ 理事長は、前条第2項第1号および第2号の規定

による請求があったときは、速やかに臨時総会を招集

しなければならない。 

３ 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的お

よび審議事項を記載した書面または電磁的方法をもっ

て、少なくとも5日前までに通知しなければならない。 

 

（議 長） 

第 25 条 総会の議長は、理事長が指名する正会員

がこれにあたる。ただし、第23条第2項第2号および

第3号の請求により臨時総会を開催した時は、出席し

た正会員のうちから議長を選出する。 

 

（定足数） 

第 26 条 総会は、正会員総数の2分の1以上の出席

がなければ開会することができない。 

 

（議 決） 

第 27 条 総会における議決事項は、第24条第3項

の規定によってあらかじめ通知した事項とする。 

２ 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、

出席した正会員の過半数をもって決し、可否同数のと

きは、議長の決するところによる。 

３  理事または正会員が総会の目的である事項につ

いて提案した場合において、正会員の全員が書面ま

たは電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、

当該提案を可決する旨の総会の決議があったものとみ

なす。 

 

（表決権など） 

第 28 条 各正会員の表決権は、平等なものとする。 

２ やむを得ない理由のため総会に出席できない正

会員は、あらかじめ通知された事項について書面もし

くは電磁的方法をもって表決し、または、ほかの正会

員を代理人として表決を委任することができる。 

３ 前項の規定により表決した正会員は、前２条および

次条第１項の適用については、総会に出席したものと

みなす。 

４ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正

会員は、その議事の議決に加わることができない。 

 

（議事録） 

第 29 条 総会の議事については、次の事項を記載

した議事録を作成しなければならない。 

(1) 日時および場所 

(2) 正会員総数および出席者数（書面もしくは電磁的方

法による表決者、または表決委任者がある場合にあっ

ては、その数を付記すること。） 

(3) 審議事項 

(4) 議事の経過の概要および議決の結果 

(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長およびその会議において選任さ

れた議事録署名人2人以上が記名、押印しなければ

ならない。 

３ 前2項の規定に関わらず、正会員全員が書面また

は電磁的記録により同意の意思表示をしたことにより、

総会の決議があったとみなされた場合においては、

次の事項を記載した議事録を作成しなければならな

い。 

(1) 総会の決議があったものとみなされた事項の内容 

(2) 前号の事項の提案をした者の氏名または名称 

(3) 総会の決議があったものとみなされた日 

(4) 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

 

第６章 理事会 

（構 成） 

第 30 条 理事会は、理事をもって構成する。 

 

（権 能） 

第 31 条 理事会は、この定款で定めるもののほか、

次の事項を議決する。 

(1) 事業計画及び活動予算に関する事項 

(2) 事業報告及び活動決算に関する事項 

(3) 総会に付議すべき事項 

(4) 総会の議決した事項の執行に関する事項 

(5) そのほか総会の議決を要しない会務の執行に関す

る事項 



設立趣旨及び定款 

 

 

68 

 

（開 催） 

第 32 条 理事会は、次の各号の一に該当する場合

に開催する。 

(1) 理事長が必要と認めたとき。 

(2) 理事総数の2分の1以上から会議の目的である事

項を記載した書面または電磁的方法をもって招集の

請求があったとき。 

(3) 第15条第6項第5号の規定により、監事から招

集の請求があったとき。 

 

（招 集） 

第 33 条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長は、前条第2号および第3号の規定によ

る請求があったときは、速やかに理事会を招集しな

ければならない。 

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、

目的および審議事項を記載した書面または電磁的方

法をもって、少なくとも5日前までに通知しなけれ

ばならない。 

 

（議 長） 

第 34 条 理事会の議長は、理事長がこれに当た

る。 

 

（定足数） 

第 35 条 理事会は、理事総数の2分の1以上の出

席がなければ開会することができない。 

 

（議決など） 

第 36 条 理事会における議決事項は、第33条第3

項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。 

２ 理事会の議事は、出席理事の過半数をもって決

し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

３ 理事長は、簡易な事項または緊急を要する事項

については、理事が書面または電磁的記録により賛

否を示すことによって、理事会の議決に代えること

ができる。 

 

（表決権など） 

第 37 条 各理事の表決権は、平等なものとする。 

２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない

理事は、あらかじめ通知された事項について書面ま

たは電磁的方法をもって表決することができる。 

３ 前項の規定により表決した理事は、前2条およ

び次条第1項の適用については、理事会に出席した

ものとみなす。 

４ 理事会の議決について、特別の利害関係を有す

る理事は、その議事の議決に加わることができな

い。 

 

 

（議事録） 

第 38 条 理事会の議事については、次の事項を記

載した議事録を作成しなければならない。 

(1) 日時および場所 

(2) 理事総数、出席者数および出席者氏名（書面または

電磁的方法による表決者にあっては、その旨を付記す

ること。） 

(3) 審議事項 

(4) 議事の経過の概要および議決の結果 

(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長およびその会議において選任

された議事録署名人2人以上が記名、押印しなけれ

ばならない。 

3 前2項の規定に関わらず、第36条第3項の規定に

より理事会の決議があったとみなされた場合において

は、次の事項を記載した議事録を作成しなければなら

ない。 

(1) 理事会の決議があったものとみなされた事項の内

容 

(2) 前号の事項の提案をした者の氏名 

(3) 理事会の決議があったものとみなされた日 

(4) 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

 

第７章 評議員 
（評議員） 

第 39 条 この法人の運営などに対する意見を求め

るため、評議員を置くことができる。 

２ 評議員は理事会の議決に基づき、5人以上20人

以内を選任し、理事長がこれを任命する。 

３ 評議員は、役員を兼ねることができない。 

４ 評議員は、第16条、第17条、および第19条

の規定を準用する。この場合において、これらの条

文中「役員」とあるのは、「評議員」と読み替える。 

５ 評議員が次の各号の一に該当するに至ったとき

は、理事会の議決により、これを解任することがで

きる。この場合、その役員に対し、議決する前に弁

明の機会を与えなければならない。 

(1) 心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認め

られるとき。 

(2) 職務上の義務違反そのほか評議員としてふさわしく

ない行為があったとき。 

 

第８章 事務局 

（職 員） 

第 40 条 この法人に、事務局を置く。 

２ 事務局は、事務局長１人および職員若干名を置く

ことができる。 

３ 事務局長は専務理事が兼務することができる。 

４ 事務局長および職員は、理事長が任免する。 
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第９章 資産および会計 

（資産の構成） 

第 41 条 この法人の資産は、次の各号に掲げるもの

をもって構成する。 

(1) 設立当初の財産目録に記載された資産 

(2) 会費 

(3) 寄付金品 

(4) 財産から生じる収益 

(5) 事業に伴う収益 

(6) そのほかの収益 

 

（資産の管理） 

第 42 条 この法人の資産は、理事長が管理し、その

方法は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。 

 

（会計の原則） 

第 43 条 この法人の会計は、法第27条各号に掲げ

る原則に従って行うものとする。 

 

（事業計画および予算） 

第 44 条 この法人の事業計画およびこれに伴う活動

予算は、理事長が作成し、理事会の議決を経なければ

ならない。 

 

（予算の変更） 

第 45 条 予算作成後にやむを得ない事由が生じた

ときは、理事会の議決を経て、既定予算の変更をする

ことができる。 

 

（事業報告および決算） 

第 46 条 この法人の事業報告書、活動計算書、貸借

対照表および財産目録などの決算に関する書類は、

毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事

の監査を受け、当該事業年度終了後の理事会の議決を

経、総会に報告しなければならない。 

２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り

越すものとする。 

 

（予備費の設定および使用） 

第 47 条 予算超過または予算外の費用の発生に充

てるため、予算中に予備費を設けることができる。 

２ 予備費を使用するときは、理事会の議決を経なけ

ればならない。 

 

（事業年度） 

第 48 条 この法人の事業年度は、毎年4月1日に

始まり翌年3月31日に終わる。 

 

(臨機の措置) 

第 49 条 予算をもって定めるもののほか、借入金の

借入れそのほか新たな義務の負担をし、または権利

の放棄をしようとするときは、理事会の議決を経なけれ

ばならない。 

 

第10章 定款の変更、解散および合併 
（定款の変更） 

第 50 条 この法人が定款を変更しようとするときは、

総会に出席した正会員の5分の3以上の多数による

議決を経、かつ法第25条第3項に規定する事項を変

更する場合、所轄庁の認証を得なければならない。 

 

（解 散） 

第 51 条 この法人は、次に掲げる事由により解散す

る。 

(1) 総会の決議 

(2) 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不

能 

(3) 正会員の欠亡 

(4) 合併 

(5) 破産 

(6) 所轄庁による認証の取り消し 

２ 前項第1号の事由によりこの法人が解散するとき

は、正会員総数の4分の3以上の承諾を得なければ

ならない。 

３ 第1項第2号の事由により解散するときは所轄庁

の認定を得なければならない。 

 

（残余財産の帰属） 

第 52 条 この法人が解散（合併または破産による解

散を除く。）したときに残存する財産は、法第１１条第３項

に掲げる者のうち特定非営利活動法人、公益社団法

人、公益財団法人、社会福祉法人に寄付するものとす

る。その帰属先は、総会において出席した正会員の過

半数をもって決する。 

 

（合 併） 

第 53 条 この法人が合併しようとするときは、総会に

おいて正会員総数の4分の3以上の議決を経、かつ

所轄庁の認証を得なければならない。 

 

第11章 公告の方法 
（公告の方法） 

第 54 条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲

示するとともに、官報に掲載して行う。ただし、法第28

条の２第１項に規定する貸借対照表の公告について

は、この法人の主たる事務所の掲示場に掲示して行

う。 

 

第12章 雑則 

（細 則） 

第 55 条 この定款の施行について必要な細則は、

理事会の議決を経て、理事長がこれを定める。 
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附 則 

１ この定款は、この法人の成立の日から施行する。 

２ この法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とす

る。 

理事長  和 田 信 明 

専務理事 岩 間  誠 

理事   岸   智津子 

同    德 村  稔 

同    林   宏 澄 

同    長 瀨 純 子 

同    市 來  圭 

監  事 渡 辺 成 洋 

同    各 務 克 郎 

 

３ この法人の設立当初の役員の任期は、第１６条第１項

の規定にかかわらず、成立の日から2005年6月30

日までとする。 

４ この法人の設立当初の事業年度は、第４８条の規定

にかかわらず、設立の日から2004年６月30日までと

する。 

５ 設立当初の会費は、第８条の規定に関わらず、次

に、掲げる額とする。 

(1)正会員 年会費 1口10,000円を1口以上 

(2)賛助会員 

個人 年会費 1口1,000円を2口以上 

団体 年会費 1口1,000円を2口以上 

企業、行政など 年会費 1口10,000円を5口以上 

６ この法人の設立当初の事業計画および収支予算は

第44条の規定にかかわらず、設立総会の定めるとこ

ろによるものとする。 

附則 

この定款は、平成25年1月16日から施行する。 

附則 

この定款は、平成27年3月26日から施行する。  

附則 

この定款の変更は、特定非営利活動促進法の一部を

改正する法律（平成28年法律第70号）附則第1条第

2号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

附則 

この法人の2019年度の事業年度は、第48条の規定

にかかわらず、2019年7月1日から2020年3月31

日までとする。 

この定款の変更は、令和元年9月16日から施行す

る。 

附則 

この定款の変更は令和 4年 7月 19日から

施行する。 

 


